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Study on composite slabs of Cross Laminated Timber-

Reinforced Concrete with mechanical joint 
 

Fumiaki OHKI 
 

In this paper, studied the possibility of using cross laminated timber (hereinafter 
referred to as "CLT") as flooring material of mid- and large-scale buildings in order to 
make effective. The use of CLT alone as flooring material of mid- and large-scale 
buildings involves problems. For example, limited span at design due to lack of stiffness 
and relating to the comfort of occupants such as floor vibration during walking. To 
overcome these problems, composite slabs consisting of CLT and cast reinforced 
concrete (hereinafter referred to as "RC") integrated with shear connectors were 
examined. 
In this study, we experimentally examined the out-of-plane bending performance of a 
composite floor slab constructed by mechanically joining the domestically produced Sugi 
CLT and RC using a simple construction method with shear connecters. In addition, we 
evaluated the behavior of the composite floor slab at the initial stage of deformation and 
experimentally verified its validity. 
Firstly, we conducted a dry-type shear connecter construction single shear test to 
evaluate the shear performance when a shear force acts directly on the shear connecter. 
A lag screw was used for the shear connector. 
Secondly, we examined the effects of the dry-type and wet-type shear connecter 
construction methods on the out-of-plane bending performance of the composite floor 
slab.  
Furthermore, we experimentally examined the behavior of the composite floor slab 
until it yielded. A lag screw, D10 deformed bar, M12 bolt, and VB connector were used 
for the shear connectors. 
Finally, we evaluated the behavior of the composite floor slab at the initial stage of 
deformation using the “γ-method,” and experimentally verified its validity. 
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第1章 序論 

1.1. 研究の背景 

我が国では，公共建築物等における木材の利用促進に関する法律 1)が 2010 年に施
行され，学校や老人ホームといった中・大規模の公共建築物の木造化が進められてい
る 2)。このような中，近年木造建築物の中・大規模化や，施工の簡易化に向けて新た
な木質構造部材である直交集成板(Cross Laminated Timber, 以下CLTと称する) の
技術開発が行われており，注目を集めている。CLTは小・中径木や間伐材を用いて製
造することが可能であることから，CLTの活用は地域林業，木材産業の活性化に寄与
するものと期待される。 
CLT とは，ラミナの繊維方向を互いにほぼ平行にして幅方向に並べまたは接着し
たものを主として，その繊維方向を互いにほぼ直角にして積層接着し，3層以上の構
造を持たせた材料である。CLT は 1995 年にドイツのグラーツ工科大学が研究を始
め，1996 年に最初の製品が開発された非常に新しい材料である 3)。我が国において
は，2010 年頃から国立研究開発法人 森林総合研究所や国立研究開発法人 建築研究
所などによって研究が行われ，2013 年 12 月に直交集成板の日本農林規格 4)(以下，
JAS と称する)が，2016 年 4 月に建築基準法関連告示(CLT を用いた建築物の一般設
計法)5)が制定された。 
CLTを用いた建築物は，主に諸外国において数多く施工されており，2019 年に開
催された CLT フォーラム 2019 における後藤豊氏の講演資料によると，集合住宅や
ホテルに加え，チューリッヒ動物園象舎にまで用いられている。一方，我が国におい
ても近年ホテルやオフィス等，CLTを用いた建築物の施工例が増加している 6)。 
しかしながら，CLT等の木質材料を中・大規模建築物の床材として利用する場合，
剛性不足によって設計時におけるスパンの制限または梁せいの増加や床振動に加え，
軽量であるための重量衝撃音，木材であるための耐火性能等が課題として挙げられる。
これらに対し，米国やヨーロッパ等の諸外国では，木材の上部に異形鉄筋または溶接
金網を用いて鉄筋コンクリート(以下，RC と称する)を配し，これらをせん断キー等
によって機械的に接合した複合部材(Timber-Concrete Composite systems，以下
TCCと称する)とすることで課題の解決を図っている 7), 8)。また，TCCは高速道路の橋
梁，桟橋へも利用されている。 
TCC が面外方向からの外力を負担した際には，木材と RC の境界面に互いにずれ
ようとする水平方向のせん断力が生じる。このせん断力をせん断キーによって伝達す
ることで，RCは主に圧縮力を，木材は主に引張力を負担し，効率的に応力を負担さ
せることが可能となる。これによって木材単体，または木材とRC間の接合がなされ
ていない部材に比べて高い剛性を得ることができることから，設計時におけるスパン
の延長や梁断面の縮小に加え，固有振動数の上昇および減衰特性の性能向上が期待で
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きる。また，コンクリートとの接合による質量増加によって重量衝撃音の改善，不燃
材料であるコンクリートを用いることによって耐火性能の向上が見込まれる。また，
屋外での利用の際には木材単体での利用に比べて高い耐候性が期待できる 7)。 
建築物の床材に TCC を利用する場合，その利用用途は新築の建築物における床材
として利用される場合と，既存の木造建築物における床材の補強の 2 通りが挙げら
れる 7)。我が国においても前者の利用方法の一例として，一般社団法人 木を活かす
建築推進協議会による「平成28年度 サステナブル建築物等先導事業(木造先導型)」
において，デッキプレートを用いたRC床スラブと集成材梁をせん断キーによって接
合した TCC 梁が平取町国民健康保険病院に利用された。本事例ではせん断キーによ
る合成作用によって梁せいを 570mmから 450mmとしたと報告されている 9)。対し
て，土木分野においては橋梁として，集成材とRC床版から成る長野県のさくら橋や
丸山沢橋がともに 2003 年に建造され，さらに荒木によって合理的な設計法が提案さ
れている 10)。 
これらの事例は木材部分に集成材等の木質軸材料を用いたものであるが，木質面材
料である CLT の上端に RC を配し，これらをせん断キーによって機械的に接合した
複合部材が考えられる。木質軸材料の上端にRCを配する場合，コンクリートの型枠
として木質軸材料の上部に面材を配する必要があるため施工が煩雑となるが，木質面
材料である CLT を用いることで耐力に寄与する型枠とすることが可能となり，施工
の簡易化を図ることが可能となる。 
以降の本論文においては，下端に木質軸材料である製材や集成材，LVL 等を用い，
せん断キーによって RC と機械的に接合した梁または床部材を TCC として定義し，
下端に木質面材料である CLT を用い，せん断キーによって RC と機械的に接合した
床部材を複合床スラブとして定義した。 
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1.2. 既往の研究 

1.2.1 合成作用よって分類される合成構造の概念 

TCC や複合床スラブが面外方向から外力を負担した際，せん断キーによる接合に
よって木材とRCの境界面に水平方向のせん断力が生じる。ここで伝達されるせん断
力の大小によって合成作用の程度が決定し，曲げ性能に大きな影響を与える。 
TCCや複合床スラブは，せん断キーによる合成作用の程度によって，図 1-1に示
す 3種類の合成構造の概念に分類することができるとされている 11)。図 1-1 a)は，
木材とRCの境界面で生じる水平方向のスリップ変位および鉛直方向のたわみを，b)
は，ひずみ分布の概念を示す。1)はせん断キーによって十分な合成作用が得られてい
ることから，境界面でスリップ変位が生じない状態を示している。ひずみ分布は，木
材と RC の複合断面で単一の中立軸を持ち，平面保持が成り立っている状態 (以下，
完全合成梁と称する)を示している。2)は，せん断キーによる一定の合成作用は得ら
れるが，スリップ変位を生じ，たわみは完全合成梁に比べて大きく生じる状態を示し
ている。ひずみ分布は，木材とRCの境界面にひずみの差を生じ，平面保持が成り立
たない状態 (以下，不完全合成梁と称する)を示している。3)は，せん断キーが設けら
れていない等の理由によって，合成作用を得られず，不完全合成梁に比べスリップ変
位およびたわみがより大きく生じる状態を示している。ひずみ分布は，木材とRCそ
れぞれに中立軸を持ち，不完全合成梁に比べ木材とRCの界面におけるひずみの差が
大きくなり，平面保持が成り立たない状態 (以下，非合成梁と称する)を示している。
以上の合成作用の程度が曲げ性能に大きく影響を与え，完全合成梁が最も高い曲げ性
能を示す。 
 

 
図 1-1 合成構造の概念 
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1.2.2 せん断キーの種類と合成作用の関係 

TCCや複合床スラブに用いられるせん断キーは，図 1-2に示すようにCeccotti に
よって接合部のせん断剛性を元に，最もせん断剛性が低いグループ A から，最もせ
ん断剛性が高いグループ D の 4 グループに分類された 7)。グループ A は釘・ねじ・
ダボによって接続されたもの，グループBは筒状または面で接続されたもの，グルー
プ C は木材に切り込みを設けることで接続されたもの，D グループは木材に鋼板を
挿入し，接着剤によって固定することで接続されたものである。各グループの特徴を
挙げると，グループ A は一般的に流通している建築材料を用いることから，安価に
調達が可能である点が長所として挙げられるが，最もせん断剛性が低い点が短所とし
て挙げられる。グループ B は，グループ A に比べてせん断剛性，延性，強度が高い
ことから，グループ A と同等のせん断性能を得る際に，せん断キーの施工本数を低
減することが可能となる点が長所として挙げられるが，グループAに比べ，1箇所あ
たりの施工工数が増える点が短所として挙げられる。グループ C は，グループ B に
比べ高いせん断剛性および強度を示し，スリップ変位もほぼ生じない点が長所として
挙げられるが，木材への切り欠き作業が負担となる点が短所として挙げられる。グル
ープ D は最もせん断剛性が高く，木材と RC 間の滑りが生じない完全合成梁として
扱うことができる点が長所として挙げられるが，木材への鋼板の接着作業が負担とな
る点が短所として挙げられる 12)。 
以上のグループA，B，Cは接合部のせん断剛性が低く，平面保持が成り立たない
不完全合成梁となることが特徴として挙げられる。不完全合成梁の評価は，接合部の
変形を考慮する必要があることから，非常に複雑かつ煩雑となる。対して D グルー
プは，接合部のせん断剛性が高く，平面保持が成立つ完全合成梁として扱うことがで
きる。よって，集成材と同様に等価断面法 13)を用いることで簡易に曲げ剛性を評価す
ることが可能となる。 
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A1:釘，A2:異形鉄筋を接着，A3:ねじ，A4:傾斜ねじ，B1:スプリットリング，B2:歯付きプレート(ト

ゥースリング)，B3:鋼管，B4:メタルプレートコネクター，C1:木材への円形の切込みと浮き上がり防

止金物，C2:正方形の切り込みとファスナー，C3:切り込みとプレストレスト鋼棒，C4:ネイルラミネ

イティッドティンバーとシアプレート，D1:鋼格子を木材に接着，D2:鋼板を木材に接着 

図 1-2 せん断キーの分類 

  

㻝

㻟

㻝

㻟

㻝

㻟

㻝

㻭

㻮

㻯

㻰

㻞

㻠

㻞

㻠

㻞

㻠

㻞



 

 6 

1.2.3 実験的研究に関する既往の研究 

諸外国における TCC に関する実験的研究は，欧米諸国を中心に報告されている。
初期の代表的な研究として 1938 年から 1942 年の間に実施されたイリノイ大学の
Richart ら 14)による実物大曲げ実験が挙げられ，せん断キーによる接合方法が曲げ性
能に与える影響について検討が行われた。その後，TCC として高い剛性を確保する
ため，木材部分とRC部分をより効率的に接合するためのせん断キーに関する研究が
行われ，近年では図 1-2に示したものに限らず，図 1-3に示す高剛性かつ施工性が
高いせん断キーの開発 15)~18)が行われている。さらに Lukaszewska19)らによってRC部
を現場打ちする湿式構法に限らず，木材とプレキャストコンクリートを接合するせん
断キーの開発および，これを用いた TCC の曲げ性能に関する研究が行われている。
また，TCC に比べ報告数は少ないものの複合床スラブの曲げ性能に関する研究も
Kanócz20)らやオレゴン大学 21)によって行われている。しかしながら，これらの研究
におけるせん断キーは，接着剤や CLT に切欠きを設けて接合されたものが多く，せ
ん断性能は高いが，施工負荷も高いものを対象としたものとなっている。 
一方，我が国におけるTCCの研究は，北村ら 22)によって，集成材梁を用いたTCC
の曲げ実験およびクリープ実験が 2008 年に行われる以前においては，TCC の曲げ
性能に関する実験的研究の報告は少なく，その後，畔柳ら 23)による集成材梁―RC床
版からなる TCC の曲げ性能に関する研究が行われている。北村らの研究は長期性能
に関しても検討が行われているが，いずれの研究も TCC の面外曲げを対象とした短
期性能について，梁断面の応力分布や，剛性に関する考察が行われた。また，CLTに
国産のスギを用いた複合床スラブについては，森田ら 24)によって図 1-2 中のグルー
プ D のせん断キーを用いた面外曲げ性能に関する研究が行われている。また，竹中
工務店によってせん断キーの種類および配置ピッチや埋込み深さといった施工方法
が面外曲げにおける剛性や，剛性が低下する点に与える影響 25), 26)について検討が行
われ，これら一連の研究 25)~30)等によって 10階建ての木造 2時間耐火建築物が施工さ
れている 31)。 
TCC や複合床スラブといった構法が普及していない我が国においては，簡易な接
合方法によって国産スギと RC を接合した複合床スラブに関する実験的研究が必要
とされていると考えられるが，設計指針 32)が確立している鉄骨梁とRC床版をせん断
キーによって接合した合成梁と比較すると少なく，更なる実験的研究が必要とされて
いる。 
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図 1-3 諸外国におけるせん断キーの例 

 

1.2.4 理論的研究に関する既往の研究 

TCC および複合床スラブのせん断キーに図 1-2 に示したグループ D 以外を用い
た際には，平面保持が崩れた状態である不完全合成梁となることから，面外方向から
の外力を負担した際に CLT と RC 間で水平方向にずれるスリップ変位が生じる。よ
って，これを考慮した評価方法が必要となる。 
不完全合成梁を対象とした曲げ性能の評価手法は，これまでにいくつか提案されて
いる。RCと鉄骨梁をせん断キーによって接合した合成梁などを対象とした合成構造
の分野では Newmark の理論 33)が代表的である。重ね梁や重ね透かし梁などを対象
とした木質構造の分野では菱田・真能の研究 34)が代表的であり，汎用的な評価手法 35)

が確立されている。TCC を対象とした研究では Eurocode 5 の付録 Bに記載されて
いるγ(ガンマ)法 36)を用いた研究が多く報告されており例えば 37),38)，TCC の曲げ性能は
γ法を用いることで比較的精度良く推定できることが報告されている。また，我が国
においても，蒲池ら 39)によって評価手法が提案されている。 
一例として，Newmark の理論における適用条件を以下に示す。 
1)せん断剛性が同一のせん断キーが，等間隔に配置されていること。 
2)接合部の荷重―スリップ変位関係は線形であること。 
3)各部材において厚さ方向におけるひずみの分布は線形であること。 
4)長辺方向において各部材のたわみが等しいこと。 
ここ挙げた評価手法は，いずれも接合部の変形特性を線形としたものである。また，
蒲池らの研究を除く評価手法は，荷重形式ごとに微分方程式を解く必要があることか
ら煩雑さが課題として挙げられる。 
一方，木質構造の分野において，神谷 40)は釘によって機械的に接合した梁を対象に
微分方程式の一般解を必要とせず，収束計算を用いることによって接合部の変形特性
を非線形にまで展開した評価法を提案している。コンピュータの表計算ソフトに収束
計算機能が実装されている現在では非常に有効な手段と思われる。しかしながら園田

㻝 㻞

㻱

㻟 㻠
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41)によって神谷が提案した手法は，接合部のせん断剛性が比較的小さく非合成梁に近
い場合は有用性が高いが，接合部のせん断剛性が比較的大きく完全合成梁に近い場合
は，適切な解が得られないと報告されている。よってTCCへの適用は難しい。 
 

1.3. 研究の目的 

中・大規模木造建築物の床材を CLT によって構成する際には，剛性不足によって
設計時におけるスパンの制限または梁せいの増加や，床振動等の居住性が課題として
挙げられる。これらの課題に対し，欧米諸国を中心に利用されている TCC の技術を
応用した複合床スラブによって解決するため，本研究では国産スギ CLT と RC をせ
ん断キーによって簡易な施工方法で機械的に接合した複合床スラブの面外曲げ性能
について実験的に検討を行った。 
複合床スラブの面外曲げ性能は，CLTおよびRCの断面性能およびせん断キーによ
る接合部のせん断性能が大きな影響を与えるものと考えられる。そこで，せん断キー
の打込み深さや配置ピッチといった施工方法および，CLTの厚さ，せん断キーの種類
が複合床スラブの面外曲げ性能に与える影響について実験的に検討を行った。TCC
や複合床スラブといった構法が普及していない我が国においては，木質材料とコンク
リート間の接合部に関する開発事例は数少ない。このような中で複合床スラブの普及
を目指す際のせん断キーには，一般的に調達可能で施工が容易なものが望まれている
ものと考えられる。よってせん断キーは図 1-2に示したグループAの形式を用いた。 
また，複合床スラブを建築物の床材として利用する際には，特に降伏以前の変形初
期における挙動の把握が必要と考えられる。そこで，CLT・RC・せん断キーに生じる
ひずみに着目し，複合床スラブが降伏に至るまでの挙動について実験的に検討を行っ
た。さらに各種評価方法によって変形初期の挙動を評価し，実験結果との比較によっ
てその妥当性を検証した。 
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1.4. 本論文の構成 

本論文は，せん断キーの施工方法および，種類が複合床スラブの面外曲げ性能に与
える影響に加え，複合床スラブが降伏に至るまでの挙動について実験的に検討を行っ
たものである。さらに各種評価方法によって複合床スラブの変形初期の挙動を評価し，
実験によりその妥当性を検証したものである。本論文は，全 6 章より構成されてお
り，各章の概要は以下のとおりである。 
第 1章では，本研究の背景と既往の研究について概説し，本研究の目的を示すとと
もに，本論文を構成する各章の概要を述べた。 
第 2章では，乾式施工したせん断キーの打込み深さが，接合部のせん断性能に与え
る影響について検討を行った。ここでは要素実験として，せん断キーにラグスクリュ
ーを用い，乾式施工した接合部の 1面せん断実験を行い，せん断キーに直接せん断力
が作用する際のせん断性能を評価した。 
第 3 章では，第 2 章に続き，乾式施工したせん断キーの施工方法である配置ピッ
チおよび打込み深さが複合床スラブの面外曲げ性能に与える影響について検討を行
った。また，複合床スラブが面外方向からの外力を負担した際には，CLTと RCの境
界面に水平方向のせん断力が生じることでせん断キーによる一体化が崩れ，複合床ス
ラブの曲げ性能が低下するものと考えられる。そこで本章では，複合床スラブの力学
的挙動として重要となる降伏に至るまでの挙動について検討を行った。 
第 4 章では，湿式施工したせん断キーの種類が複合床スラブの面外曲げ性能に与
える影響について，層構成の異なる 2 種類の国産スギ CLT を用いた複合床スラブを
対象として検討を行った。せん断キーには，我が国で一般的に調達可能な建築材料で
ある D10 異形鉄筋および M12 全ねじボルトを用い，これらを接着剤によって CLT
に固定する湿式施工とした。また，比較として諸外国において利用実績のあるVBコ
ネクタを用いた。 
第 5 章では，第 3 章および第 4 章で検討を行った複合床スラブを対象に，面外曲
げ性能について各種評価方法を用いて変形初期における曲げ性能の評価を行った。 
第 6章では，本研究を総括し，各章の結果と考察に基づき，得られた成果を示すと
ともに，今後の課題および展望を示した。  
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第2章 乾式施工したせん断キーの打込み深さが接合部のせん断性能に与え
る影響 

2.1. 序 

第 1章で述べたように，複合床スラブの面外曲げ性能は，CLTおよびRCの断面性
能および接合部のせん断性能によって決定すると考えられる。そのため，諸外国では
多種多様なせん断キーの研究開発が行われており，これによって少ない施工本数で高
いせん断性能を確保することが可能となっている。 
せん断キーに求められる性能は，せん断剛性および各種耐力，最大荷重後に急激な
荷重の低下を生じないこと等の機械的性能に加え，調達および施工が簡易であること
などが挙げられる。これらの性能が必要とされる理由として，せん断剛性および各種
耐力は，1本あたりにおけるせん断キーの機械的性能が低い場合，施工数量の増加に
よって複合床スラブ全体の性能を向上させることは可能となるが，施工数量の増加に
よる施工コストの増加が懸念される。複合床スラブが曲げを負担した際にCLTと RC
の境界面に生じる水平方向のせん断力によって接合部が最大荷重後に急激な荷重の
低下を生じると，複合床スラブが脆性的な破壊を生じる可能性が生じる。これらの機
械的性能は，せん断キーの種類，打込み深さや角度といった施工方法，施工数量(打込
み本数)によって決定するものと考えられる。そこで本章および第 3 章では，我が国
で一般的に調達可能な建築材料で，特殊な機具を必要とせずに乾式施工が可能である
ことに加え，木質構造の接合具として一般的に用いてられているラグスクリューをせ
ん断キーとして用いることとした。 
接合部のせん断性能は，せん断キーの種類と配置ピッチや打ち込み深さ等によって
決定する施工方法によって決定するものと考えられることから，本章および第 3 章
では，せん断キーの施工方法が複合床スラブの面外曲げ性能に与える影響について実
験的に検討を行った。 
特に本章では，せん断キーにラグスクリューを用い，乾式施工したせん断キーの打
込み深さが，接合部のせん断性能に与える影響について検討を行うため，要素実験と
して 1 面せん断実験を行い，せん断キーに直接せん断力が作用する際のせん断性能
について検討を行った。 
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2.2. 実験概要 

2.2.1 試験体概要 

表 2-1に試験体一覧を，図 2-1に試験体図をそれぞれ示す。試験体はコンクリー
トの両側面にCLTを添わせ，試験体 1体あたり正面視において左右 1本ずつ計 2本
を施工することで，せん断キー1本につきせん断面を 1面もつ構成とした。CLTはコ
ンクリートと接する外層ラミナの繊維方向が加力方向と並行になるよう使用した。
CLTは長さ 240mm，厚さ 90mm，幅 180mmとした。コンクリートは長さ 240mm，
CLT と接する下部の厚さ 90mm，幅 180mmとし，無筋とした。CLT と接する部分
以外(上部)は，載荷による CLT とコンクリートとの摩擦を除去するため厚さ 70mm
とした。せん断キーには長さの異なる 2種類のラグスクリューを用い，試験体数は木
質構造設計規準・同解説 42)に習い各 6体とした。 

 

表 2-1 試験体一覧 

 

全長
(首下長さ) CLT RC

1) ST-L90 98 (90) 38 60
2) ST-L150 158 (150) 90 68

試験体名

せん断キー
埋込み長さ

(mm)
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1-a) ST-L90 (上面視) 2-a) ST-L150 (上面視) 

 
1-b) ST-L90 (正面視) 2-b) ST-L150 (正面視) 

図 2-1 試験体図 
  

�༢䠖�PP�

&/

&/

&/

䝷䜾䝇䜽䝸䝳䞊

&/7

&/

&/7 &/7

䝁䞁䜽䝸䞊䝖

䝁䞁䜽䝸䞊䝖
&/7

䝷䜾䝇䜽䝸䝳䞊

�༢䠖�PP�

&/

&/

&/

䝷䜾䝇䜽䝸䝳䞊

&/7

&/

&/7 &/7

䝁䞁䜽䝸䞊䝖

䝁䞁䜽䝸䞊䝖
&/7

䝷䜾䝇䜽䝸䝳䞊



 

 14 

a) CLTの材料特性 

CLTの製作には厚さ 30mmのスギラミナを用いた。CLTの強度等級および層構成
は，直交集成板のJAS4)に定められる3層3プライで厚さ90mmの異等級構成Mx60-
3-3 とした。CLTの積層接着には，水性高分子―イソシアネート系木材接着剤を使用
し，ラミナの幅方向の接着はしていない。表 2-2にCLTの材料特性を示す。平均密
度は 399kg/m3(標準偏差 14kg/m3)，一部の試験体から切出し，全乾法によって算出
した含水率の平均は 12.0%(標準偏差 0.1%)であった。試験体として切出す前の幅
600mm，長さ 2,000mの CLTを用い，縦振動法 43)によって測定を行ったヤング係数
の平均値は 5.85kN/mm2(標準偏差 0.17kN/mm2)であった。せん断キーによるコンク
リートと CLT の合成作用の効果を直接的に確認するため，試験体のせん断面には
CLT とコンクリートとの付着を防止するために合板型枠の表面強化剤を塗布した。
また，既往の研究 44)から CLT の上部にコンクリートを打設する際，コンクリートと
接する CLT の面に防水処理を行わなくとも，CLT の含水率はコンクリートと接する
1 層目のラミナで若干上昇するが，2,3 層目のラミナでは含水率の上昇はほとんど認
められず，CLTの防水処理は不要であると報告されている。 
 

表 2-2 CLT の材料特性 

 

b) せん断キーの材料特性と施工方法 

CLT とコンクリートを接合するせん断キーは，図 2-2に示す径がM12 で Z マー
ク認定品 45)のラグスクリューを用いた。長さは図 2-2 1)に示す全長 98mm で首下
長さ 90mm(以下，L90 と称する)と，2)に示す全長 158mm で首下長さ 150mm(以
下，L150 と称する)の 2 種類とした。ラグスクリューの材料特性は，L90，L150 の
いずれも試験機のつかみ具(チャック)に装着するための長さが足りないことから，
L90，L150 と同様の鋼材(JIS B 1180)で製造されていることを製造メーカに確認し
た上で，M12六角ボルト 46)(全長 600mm)の軸部を用いて 3体の引張試験を行い，せ
ん断キーの材料特性の参考値とした。六角ボルトの引張試験結果を図 2-3 および表 
2-3に示す。 
せん断キーの施工方法は，ねじ部軸径の 73%(比重の低い針葉樹は 40～70%を推奨

47))であるφ6.5 の先行穴を設け，表 2-1および図 2-1に示すように ST-L90 はせん
断キーに L90 を用い，1層目ラミナ 30mmを貫く 38mmで CLT にねじ打ちし，コ
ンクリートへ 60mm 埋め込んだ。ST-L150 はせん断キーに L150 を用い，全層のラ

密度 含水率 ヤング係数
(kg/m3) (%) (kN/mm2)

平均 399 12.0 5.85
標準偏差 14 0.1 0.17
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ミナ 90mm を貫く深さで CLT にねじ打ちし，コンクリートへ 68mm 埋込んだ。な
お，せん断キーの打込み位置と節およびラミナ間の幅方向の継ぎ目の位置が一致する
試験体は除外した。 
 

 

1) L90 2) L150 

図 2-2 せん断キー概要 

 

 

図 2-3 六角ボルトの応力―ひずみ関係 
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表 2-3 六角ボルトの材料特性 (参考値) 

 

c) コンクリートの材料特性 

コンクリートは表 2-4に示す水セメント比 57.0%で，呼び強度 24 N/mm2の普通
コンクリートを打設し，打設後は屋根のある屋外にて試験体にビニールシートを掛け
て養生を行った。なお，コンクリート打設時には，JIS A 110148)により表 2-5に示
すコンクリートの流動性を確認した。 
コンクリートの圧縮強度等は，JIS A 113249)に則り作成したテストピース(直径
100mm，高さ 200mm)を用いて試験を行った。圧縮強度は JIS A 110850)，割裂強度
は JIS A 111351)，圧縮ヤング係数はNewRC式 52)を用い，𝑘!，𝑘"を 1として次式に
示を用いて算出した。コンクリート強度の推移を図 2-4 に示し，実験前後における
材料特性を表 2-6 に示す。呼び強度 24N/mm2に対し，実験前後における平均値は
圧縮強度が 28.0N/mm2，割裂強度が 2.2N/mm2，圧縮ヤング係数が 21.8kN/mm2で
あった。 
 

表 2-4 コンクリートの調合表 

 
表 2-5 コンクリートのフレッシュ性状 

 
  

水 セメント 粗骨材 細骨材 AE減水剤
183 321 934 853 4.82

水セメント比：57.0%
細骨材比：47.7%

混和剤：AE減水剤(遅延型Ⅰ種)

単位量(kg/m3)

スランプ 空気量 コンクリート温度
(cm) (%) (℃)
14.5 4.7 33

0.2%耐力 引張強度 引張ヤング係数

平均 508 542 212×103

標準偏差 30 35 10

(N/mm2)
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 𝑓# =
𝑃

𝜋 &𝑑2)
	" (2-1) 

 𝐸# = 33.5 × 𝑘! × 𝑘" × &
𝛾
24
)
"
× 1

𝐹#
605

!
%
 (2-2) 

 𝑓& =
2𝑃
𝜋𝑑ℓ
 (2-3) 

ここで，  
 𝑓# 圧縮強度 (N/mm2)  
 𝐸# 圧縮ヤング係数 (kN/mm2)  
 𝑓& 引張強度 (N/mm2)  
 𝑃 最大荷重 (N)  
 𝑑 テストピースの直径 (mm)  
 ℓ テストピースの長さ (mm)  
 𝑘! 粗骨材の種類によって定まる定数  
 𝑘" 混和剤の種類によって定まる定数  
 𝛾 テストピースの単位体積重量 (kN/mm3)  
 

 

図 2-4 コンクリート強度の推移 
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σB: 圧縮強度，σT: 割裂強度，EC: ヤング係数

表 2-6 実験前後におけるコンクリートの材料特性  
呼び強度 圧縮強度 ヤング係数※ 割裂強度
(N/mm2) (N/mm2) (kN/mm2) (N/mm2)
24 28.0 21.8 2.2

※ヤング係数：NewRC式で算出
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2.2.2 載荷方法および測定方法 

載荷方法およびスリップ変位，ひずみの測定位置を図 2-5 に示す。加力には容量
2,000kNの万能試験機を用いた。載荷は a)に示すように固定されたクロスヘッドの
下部の剛なテーブル上に試験体を直接設置し，テーブルを鉛直上向きに加力すること
で各接合部に 1 面せん断力を作用させる一方向単調載荷とし，木造軸組工法住宅の
許容応力度設計 53)をする際の荷重評価の指標を参考にして，最大荷重後，明確な荷重
の低下が生じるか，最大荷重の 80%に荷重が低下するまで行った。なお，試験機上部
の加力板は球座とした。荷重はクロスヘッドに取付けたロードセルで測定を行った。
スリップ変位は加力方向における CLT とコンクリートの相対変位をそれぞれのせん
断面で測定した。また， b)に示すようにせん断キーのコンクリート埋込み側におけ
る CLT と RC の界面付近の引張および圧縮ひずみを単軸ひずみゲージを用いて測定
した。 
 

 

図 2-5 載荷方法および変位，ひずみの測定値 
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2.3. 実験結果および考察 

2.3.1 荷重―スリップ変位関係および最終破壊形状 

図 2-6に 1 面せん断実験の荷重―スリップ変位関係を示し，併せて黒塗りで最大
荷重を，白抜きで最大荷重後その 80%に荷重が低下した点を示す。なお，ST-L90 で
は 1体，変位測定用治具の不備があったため，5体の結果を記載した。また，ST-L150
では最大荷重後，その 80%に荷重が低下する以前に急激な荷重の低下が認められた
ことから最大荷重のみを示した。荷重はロードセルの読み取り値をせん断キーの施工
本数 2本で除し，せん断キー1本あたりの荷重として示した。変位は 2つの変位計の
読み取り値の平均とした。 
荷重―スリップ変位関係における変形初期の履歴に注目すると，いずれの試験体も
3kN 付近に至るまでは，スリップ変位はわずかで急激な荷重の増加を示した。その
後，ST-L90 は 5～9kN，ST-L150 は 5～11kN付近で勾配が緩やかになり，スリップ
変位の増加とともに荷重の増加が認められた。 
最大荷重以降の履歴に注目すると，ST-L90 ではスリップ変位の増加に伴い緩やか
に荷重の低下が認められた。対して ST-L150 では最大荷重後，その 80%に荷重が低
下する以前に急激な荷重の低下が認められた。写真 2-1 に最終破壊形状の一例を示
す。1)に示す ST-L90 では，いずれの試験体もせん断キーの破断は認められず，CLT
へのめり込みを伴うせん断キーの曲げ変形が認められた。対して 2)に示す ST-L150
では，いずれの試験体も2面あるせん断面のうち，1面でせん断キーの破断を生じた。
また，せん断キーの破断が生じていないせん断面のせん断キーでは，CLTへのめり込
みを伴うせん断キーの曲げ変形が認められた。なお，コンクリートのひび割れはいず
れの試験体も目視においては確認できなかった。 
最大荷重以降の変位に着目すると，黒塗りで示した ST-L90 における最大荷重時の
スリップ変位は，最大で約 40mm，最小で約 35mm，白抜きで示した最大荷重の 80%
に荷重が低下するまでのスリップ変位は，最大で約 70mm，最小で約 50mmとなっ
た。また，黒塗りで示した ST-L150 における最大荷重時のスリップ変位は，最大で
約 33mm，最小で約 13mmとなり，その 80%に達する前に急激な荷重の低下が認め
られた。よって，CLTへの打込み深さがCLTの 1層目を貫く 38mmの ST-L90 は最
大荷重後に高い変形性能が認められ，CLTの全層を貫く 90mmの ST-L150 は最大荷
重後の変形性能が ST-L90 に比べ低い傾向が認められた。  
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1) ST-L90 

 
2) ST-L150 

図 2-6 荷重―スリップ変位関係 
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1-a) ST-L90(正面視) 2-a) ST-L150(正面視) 
  

1-b) ST-L90(側面視) 2-b) ST-L150(側面視) 

写真 2-1 最終破壊形状  

せん断キーを示す。 
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2.3.2 力学的特性値および評価方法 

図 2-7 に荷重―スリップ変位関係を示し，併せてせん断キー1 本あたりの初期剛
性，比例限度荷重，降伏荷重，最大荷重それぞれの平均値を示す。また，表 2-7 に
実験結果一覧を示す。初期剛性を既往の評価方法 53)に示されている算出方法(原点と
降伏点を結ぶ直線の傾き)で評価した結果，図 2-8に点線で示すように実験結果の変
形初期の傾きに比べ小さく，過小評価しているものと考えられる。よって，本論文で
は既往の評価方法とは異なる手法で評価を行った。初期剛性は図 2-8に 1 点鎖線で
示すように最も直線域が長いと認められる 0.1Pmax から 0.2Pmax の範囲における
荷重―スリップ変位関係の傾きを最小二乗法を用いて算出した。比例限度荷重は初期
剛性の直線から荷重が 5%離れた点の荷重値とした。降伏荷重は木造軸組工法の許容
応力度設計 53)に記載されている評価方法によって算出した。降伏荷重の算出方法を下
記に示し，図 2-9に 1面せん断実験の評価の一例を示す。 
Ⅰ)荷重―スリップ変位関係上の 0.1Pmax と 0.4Pmax を結ぶ第Ⅰ直線を引く。 
Ⅱ)荷重―スリップ変位関係上の 0.4Pmax と 0.9Pmax を結ぶ第Ⅱ直線を引く。 
Ⅲ)荷重―スリップ変位関係上に接するまで第Ⅱ直線を平行移動し，これを第Ⅲ直
線とする。 

Ⅳ)第Ⅰ直線と第Ⅲ直線との交点の荷重を降伏荷重とする。 
最大荷重(Pmax)は，荷重―スリップ変位関係における荷重の最大値とした。 
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1)ST-L90 

 
2)ST-L150 

図 2-7 荷重―変位関係および力学的特性値 
 

表 2-7 実験結果一覧(1面せん断実験) 
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a) ST-L90 

 
b) ST-L150 

図 2-8 既往と本論文における初期剛性の評価 

 

 

図 2-9 降伏荷重の算出方法(1面せん断実験) 

 
表 2-7 に示す初期剛性の平均値は，ST-L90 が 11.49kN/mm(標準偏差
4.66kN/mm)，ST-L150 が 12.97kN/mm(標準偏差 3.35kN/mm)となり，ST-L90 に
比べST-L150は 1.13倍高い値を示した。比例限度荷重の平均値はST-L90が 2.99kN 
(標準偏差 0.90kN)，ST-L150 が 3.55kN (標準偏差 0.27kN/mm)となり，ST-L90 に
比べ ST-L150 は 1.19 倍高い値を示した。同様に降伏荷重，最大荷重においても打込
みを深くすることで，荷重の上昇が認められた。対して，比例限度荷重，降伏荷重，
最大荷重それぞれにおける変位をST-L90とST-L150で比較すると，ST-L90に比べ，
ST-L150 は比例限度荷重時で 0.62 倍，降伏荷重時で 0.74 倍，最大荷重時で 0.59 倍
なり，打込み深さを深くすることで変位の減少が認められた。これはせん断キーの打
込み深さを深くすることで CLT に対するせん断キーの支圧面積が増加したためと考
えられる。 
後述する第 5 章の複合床スラブへのγ法の適用においては，本実験で得られたせ
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価へ適用することとした。 
 

2.3.3 荷重―曲げひずみ関係 

図 2-10に荷重―せん断キーの曲げひずみ関係を示し，併せて比例限度荷重，降伏
荷重の平均値をそれぞれ示す。図中の荷重はロードセルの読み取り値をせん断キーの
施工本数 2本で除し，せん断キー1本あたりの荷重として示した。曲げひずみは，次
式に示すように図 2-5 b)に示した引張ひずみと圧縮ひずみの差を 2で除したもので
ある。 
 
 𝜀' = (𝜀& − 𝜀#)/2 (2-4) 
ここで，  
 𝜀' せん断キーの曲げひずみ (×10-6)  
 𝜀& せん断キーの引張ひずみ (×10-6)  
 𝜀# せん断キーの圧縮ひずみ (×10-6)  
 
荷重―曲げひずみ関係を見ると，多くの試験体で加力初期から荷重の増加に伴う曲
げひずみの増加が認められ，比例限度荷重付近から徐々に勾配が緩やかになる傾向が
認められた。その後，降伏荷重付近から急激な曲げひずみの増加が認められた。よっ
て，ラグスクリューを用いた接合部の降伏は，CLTへのめり込みを伴うラグスクリュ
ーの曲げ変形によって生じたものと考える。 
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1) ST-L90 

  
2) ST-L150 

図 2-10 荷重―せん断キーの曲げひずみ関係 
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2.4. 本章のまとめ 

本章では，せん断キーの施工方法が複合床スラブの面外曲げ性能に与える影響につ
いて検討するため，せん断キーの打込み深さが接合部のせん断性能に与える影響につ
いて，1面せん断実験を行った結果を考察し，せん断キーに直接せん断力が作用する
際のせん断性能を評価した。せん断キーには，我が国で一般的に調達可能な建築材料
で，特殊な機具を必要とせずに乾式施工が可能であることに加え，木質構造の接合具
として一般的に用いられているラグスクリューを用いた。以上より，以下の知見が得
られた。 

1. ラグスクリューをCLTラミナの 1層目を貫通する深さ 38mmで打ち込んだ試験
体は，最大荷重後，その 80%に荷重が低下するまでにせん断キーの破断等による
急激な荷重の低下は認められず，高い変形性能を示した。 

2. ラグスクリューをCLTラミナの全層を貫通する深さ 90mmで打ち込んだ試験体
は，最大荷重またはその 80%に荷重が低下する以前に，ラグスクリューの破断を
生じ，急激な荷重の低下が認められた。 

3. 初期剛性，比例限度荷重，降伏荷重，最大荷重は，ラグスクリューを CLTの 1層
目を貫通する深さで打ち込んだ試験体(ST-L90)に比べ，CLT の全層を貫通する
深さで打ち込んだ試験体(ST-L150)がいずれも高い値を示した。 

4. 比例限度荷重，降伏荷重，最大荷重それぞれにおけるスリップ変位は，ラグスク
リューを CLT の 1 層目を貫通する深さで打込み深さで打ち込んだ試験体(ST-
L90)に比べ，CLTの全層を貫通する深さで打ち込んだ試験体(ST-L150)がいずれ
も低い値を示した。 
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第3章 乾式施工したせん断キーの施工方法が複合床スラブの面外曲げ性能
に与える影響 

3.1. 序 

本章では第 2 章に続き，乾式施工したせん断キーの施工方法である配置ピッチお
よび打込み深さが複合床スラブの面外曲げ性能に与える影響について検討を行った。 
また，複合床スラブが面外方向からの外力を負担した際には，CLTと RCの境界面
に水平方向のせん断力が生じることでせん断キーによる一体化が崩れ，複合床スラブ
の曲げ性能が低下するものと考えられる。そこで本章では，複合床スラブの力学的挙
動として重要となる降伏に至るまでの挙動について検討を行った。 
 

3.2. 実験概要 

3.2.1 試験体概要 

表 3-1 に試験体一覧を示し，図 3-1 から図 3-4 に試験体形状を示す。なお，図
中の a)はせん断キーの配置図および配筋図，b)は短辺方向断面図(B-B’断面)，c)は長
辺方向断面図(A-A’断面)を示す。試験体は下部に配したCLTにせん断キーを施工し，
CLTの上部に鉄筋を配筋した後，コンクリートを打設し，RCとした。試験体のパラ
メータはせん断キーの打込み深さおよび配置ピッチとし，打込み深さは第 2 章で検
討を行った仕様と同様とした。試験体の寸法は全試験体で短辺方向 600mm，長辺方
向 2,000mm，CLTおよびRCの厚さはそれぞれ 90mmとした。 
 

表 3-1 試験体一覧 

 

全長
(首下長さ) CLT RC 長辺方向 短辺方向

1)CS-L90-150 150
2)CS-L90-300 300
3)CS-L90-500 500
4)CS-L150-300 158(150) 90 68 300

98
(90) 38 60

試験体名

せん断キー
埋込み深さ 配置ピッチ

(mm)

200
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図 3-1 試験体形状 (CS-L90-150) 

 

 
図 3-2 試験体形状 (CS-L90-300) 
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図 3-3 試験体形状 (CS-L90-500) 

 

 
図 3-4 試験体形状(CS-L150-300) 
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a) CLTの材料特性 

本実験に用いたCLT は，第 2章に記載した接合部の 1面せん断実験と同様の仕様
とした。CLTの寸法は厚さ 90mm，短辺(弱軸)方向 600mm，長辺(強軸)方向 2,000mm
とし，CLT の外層ラミナの繊維方向が長辺方向と並行となるよう使用した。CLT の
材料特性を表 3-2 に示す。平均密度は 409kg/m3(標準偏差 4kg/m3)であった。複合
床スラブの試験体製作前に支点間距離 1,600mm の中央集中荷重試験によって測定
した CLT 単体の見かけの曲げヤング係数の平均値は 6.73N/mm2(標準偏差
0.20kN/mm2)であり，JAS の基準値の平均を(5.2kN/mm2)を上回った。本試験方法採
用の理由は， 3.2.2 項に記載する複合床スラブの曲げ実験の載荷方法と同様の形式
としたためである。なお，複合床スラブの曲げ実験に用いた CLT は，1 面せん断実
験に用いた CLT と同一の製造ロットで作成されていることから，含水率の値は接合
部の 1 面せん断実験時に測定した値とした。また，CLT とコンクリートの接触面に
は第 2 章同様，CLT とコンクリートとの付着を防止することを目的として合板型枠
の表面強化剤を塗布した。 
 

表 3-2 CLT の材料特性 

 

b) せん断キーの材料特性と施工方法 

CLT と RCを接合するせん断キーには，第 2章で使用した全長 98mmで首下長さ
90mmの L90 および，全長 158mmで首下長さ 150mmの L150 を用いた。せん断
キーの施工方法は，1面せん断実験と同様とし，表 3-1に示すように L90 を用いた
試験体は 1 層目ラミナ 30mmを貫く 38mmで CLT にねじ打ちし，コンクリートへ
60mm 埋め込んだ。L150 を用いた試験体は全層のラミナ 90mm を貫く深さで CLT
にねじ打ちし，コンクリートへ 68mm埋込んだ。せん断キーの配置ピッチは，表 3-1
および図 3-1 から図 3-4 に示すように L90 を用いた試験体は長辺方向 150mm，
300mm，500mm の 3 種類，L150 を用いた試験体は長辺方向 300mm の 1 種類と
し，短辺方向は 200mmで共通とした。なお，主筋とせん断キーを一部配筋用の結束
線で固定した。施工状況を写真 3-1に示す。 
 

密度 含水率 曲げヤング係数
(kg/m3) (%) (kN/mm2)

1)CS-L90-150 405 6.57
2)CS-L90-300 407 6.85
3)CS-L90-500 409 6.93
4)CS-L150-300 414 6.43

試験体名

12.1
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写真 3-1 施工状況 

 

c) 主筋の材料特性および配筋 

主筋には，JIS G 311254)によって規定される SD295A の D10 異形鉄筋を用いた。
JIS Z 224155)に則り引張試験を行った鉄筋の材料特性を表 3-3に示す。図 3-1から
図 3-4 に示すように配筋間隔は，長辺方向 300mm，短辺方向 200mm のシングル
配筋とし，短辺方向の主筋はせん断キーに添わせて配筋した。短辺方向における鉄筋
比は，ひび割れに配慮し，RC 規準の解説において望ましいとされている 0.4%と同
等の 0.4%とした。 
 

表 3-3 主筋の材料特性 

 
  

CLT 上面(W-T) 
ひずみゲージ コンクリート下面(C-B) 

ひずみゲージ 

長辺方向 
短辺方

向 

主筋(R) 
ひずみゲージ 

せん断キー 
ひずみゲージ 

降伏点 引張強さ 引張ヤング係数

D10(SD295A) 364 479 187×103
(N/mm2)

試験体名
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d) コンクリートの材料特性 

コンクリートは第2章に記載した接合部の1面せん断実験と同様のものを使用し，
かぶり厚さ 30mmを確保して厚さ 90mmを打設した。打設後は屋根のある屋外にて
試験体にビニールを掛けて養生を行った。 
コンクリートの圧縮強度等は，JIS A 113249)に則り作成したテストピース(直径
100mm，高さ 200mm)を用いて試験を行った。圧縮強度は JIS A 110850)，割裂強度
は JIS A 111351)に則り算出した。圧縮ヤング係数は次式に示すNewRC式 52)を用い，
𝑘!，𝑘"を 1として算出した。コンクリート強度の推移を図 3-5に示し，実験前後に
おける材料特性を表 3-4 に示す。呼び強度 24N/mm2に対し，実験前後における平
均値は圧縮強度が 26.8N/mm2，割裂強度が 2.1N/mm2，圧縮ヤング係数が
21.4kN/mm2であった。 
 

 

図 3-5 コンクリート強度の推移 
 

表 3-4 実験前後におけるコンクリートの材料特性の平均値 

  

0

10

20

30

0

10

20

30

0 10 20 30

E 
(k
N
/m
m
2 )

σ 
(N
/m
m
2 )

材齢 (日)
σB: 圧縮強度，σT: 割裂強度，EC: ヤング係数

σB σT EC

実験開始時
実験終了時

呼び強度 圧縮強度 ヤング係数※ 割裂強度
(N/mm2) (N/mm2) (kN/mm2) (N/mm2)
24 26.8 21.4 2.1

※ヤング係数：NewRC式で算出
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3.2.2 載荷方法および測定方法 

載荷は図 3-6 に示すように，中央載荷試験の一方向単調載荷で，支点間距離
1,600mmとし，最大荷重後，十分に荷重が低下するまで行った。本試験方法採用の
理由は，せん断キーが曲げ性能に与える影響を検討することを目的として，全区間に
せん断力が作用するように設定したためである。加力には容量 5,000kN の日本大学
生産工学研究所所管の構造物試験機自動計測制御システムを用いた。加力板の幅はコ
ンクリート上面のひび割れおよび CLT 下面のめり込みを考慮し，いずれも 150mm
とした。荷重は試験機に取付けたロードセルで測定した。複合床スラブの鉛直変位は
RCの支点との相対変位とし，検長 50mmの変位計を用い，長辺方向中央部の加力点
(δv-1)，および加力点と支点の中間点(δv-2，δv-3)の計 3点を測定した。スリップ
変位は，CLTと RCにおける長辺方向の相対変位とし，加力点(δv-1)，長辺方向端部
(δh-E，δh-W)，加力点―支点の中間点(δh-2，δh-3)の計 5点において測定を行っ
た。CLTおよびRCのひずみは図 3-7に示すように短辺方向中央部の加力点，支点，
加力点―支点間の計 5 箇所において，写真 3-1に示すように単軸ひずみゲージを用
い，RC 上面のコンクリート(C-T)，主筋(R)，RC 下面のコンクリート(C-B)，CLT 上
面(W-T)，CLT下面(W-B)のそれぞれにおいて測定した。また，図 3-1から図 3-4に
示す短辺方向中央部のせん断キーに限るが，写真 3-1 および図 3-7 に示すように，
せん断キーのコンクリート埋込み側における CLT と RC の界面付近の引張および圧
縮ひずみを単軸ひずみゲージを用いて測定した。また，試験体長辺方向側面において，
目視によるコンクリートの曲げひび割れを観測した。 
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a) 加力方法 

 
b)変位測定方法 

図 3-6 載荷方法および変位測定方法 
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図 3-7 ひずみ測定位置 

 

3.3. 実験結果および考察 

3.3.1 荷重―変位関係および最終破壊形状 

図 3-8に長辺方向中央部(δv-1)の荷重―変位関係を示す。いずれの試験体も20kN
付近に至るまでの加力初期においてはせん断キーの施工方法によらず概ね同様の履
歴を示した。その後，20～40kN付近で徐々に勾配が緩やかになった以降も変位の増
加とともに荷重の増加が認められた。既往の研究 56)ではせん断キーに全ねじボルトを
用い，集成材厚板パネルとRCを接合した複合部材において，境界面にコンクリート
による付着の防止処理を行わない場合，付着が切れることで荷重の低下を伴い，剛性
が低下すると報告されている。本実験においてはこのような現象は認められなかった
ことから，コンクリートの付着は合板型枠の表面強化剤によって防止できており，
CLTと RCの接合はせん断キーによってなされていたものと考える。また，最大荷重
はいずれの試験体も CLT の破壊によって決定し，その後急激な荷重の低下が認めら
れた。 
コンクリートの曲げひび割れ観測を行った長辺方向側面における最終破壊形状を
写真 3-2に示す。せん断キーに L90 を用い，せん断キーの配置ピッチを 150mmと
した CS-L90-150 は，CLT の接着層に沿って割れが生じるせん断破壊を生じた。一
方，せん断キーに L90 を用い，配置ピッチが 300mm，500mmの CS-L90-300，CS-
L90-500 およびせん断キーに L150 を用い，配置ピッチが 300mm の CS-L150-300
では，CLT の曲げ破壊を生じ，加力点付近の引張側最外層ラミナの破断が認められ
た。また，コンクリートの曲げひび割れはいずれの試験体もコンクリート下面のCLT
と RCの境界面から生じ，加力点付近に向かって進展した。また，加力点に設置した
加力板の脇にはコンクリートの圧壊が認められた。 
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図 3-8 荷重―中央部変位関係 

 

1)CS-L90-150 
 

2)CS-L90-300 
 

3)CS-L90-500 
 

4)CS-L150-300 

写真 3-2 最終破壊形状 
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3.3.2 力学的特性値および評価手法 

図 3-9に長辺方向中央部(δv-1)の荷重―変位関係を示し，併せて比例限度荷重，
降伏荷重，最大荷重を示す。また，図 3-10に変形初期における荷重―変位関係を示
す。力学的特性値は 2.3.2 節で求めた接合部の 1面せん断実験と概ね同様の方法で算
出した。第 2 章と同様に，初期剛性を既往の評価方法 53)に示されている算出方法(原
点と降伏点を結ぶ直線の傾き)で評価した結果，図 3-11 に破線で示すように実験結
果の変形初期の傾きに比べ小さく，過小評価しているものと考えられる。よって初期
剛性は図 3-12 に示すように最も直線域が長いと認められる 0.1Pmax から
0.15Pmax の範囲における荷重―変位関係の傾きを最小二乗法を用いて算出した。比
例限度荷重は初期剛性の直線から荷重が 5%離れた点の荷重値とした。降伏荷重にお
いても初期剛性同様に，既往の評価方法 53)に示されている算出方法で評価を行った結
果，本実験結果は最大荷重の 20%付近で荷重―変位関係の勾配が緩やかになり剛性
の低下が認められたが，図 3-11 に示すように最大荷重の 40%を境として降伏荷重
を決定する手法を取っていることから降伏荷重を過大評価しているものと考えられ
る。そこで，本章では下記のⅠ)からⅣ)および図 3-12に示す方法で降伏荷重を算出
した。図 3-12に曲げ実験の評価の一例を示す。 
Ⅰ)荷重―変位関係上の 0.1Pmax と 0.15Pmax を結ぶ第Ⅰ直線を引く。 
Ⅱ)荷重―変位関係上の 0.15Pmax と 0.9Pmax を結ぶ第Ⅱ直線を引く。 
Ⅲ)荷重―変位関係上に接するまで第Ⅱ直線を平行移動し，これを第Ⅲ直線とする。 
Ⅳ)第Ⅰ直線と第Ⅲ直線との交点の荷重を降伏荷重とする。 
最大荷重は，荷重―関係における荷重の最大値とした。 
表 3-5に複合床スラブの初期剛性，比例限度荷重，降伏荷重，最大荷重を示す。 
せん断キーに CLT ラミナの 1 層目を貫く打込み深さ 38mm の L90 を用い，せん
断キーの配置ピッチが 150mm，300mm，500mmの試験体で力学的特性値を比較す
ると，比例限度荷重，降伏荷重，最大荷重は，配置ピッチを密にすることで値が上昇
する傾向が認められた。一方，初期剛性はせん断キーの配置ピッチを 150mmで密に
配置した試験体では，300mm および 500mm とした試験体と比較して高い値を示
し，300mmと 500mmの試験体とを比較すると同程度であった。 
次にせん断キーの配置ピッチを 300mmとし，せん断キーの打込み深さが異なる試
験体で力学的特性値を比較すると，初期剛性，比例限度荷重，降伏荷重，最大荷重い
ずれの値も CLT ラミナの 1 層目を貫く打込み深さ 38mm の L90 を用いた試験体に
比べ，CLT ラミナの全層を貫く打込み深さ 90mmの L150 を用いた試験体が高い値
を示した。 
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図 3-9 荷重―変位関係および力学的特性値 

 

 
図 3-10 変形初期における荷重―変位関係 
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図 3-11 既往の評価方法による初期剛性および降伏荷重の算出方法 (曲げ実験) 

 

 

図 3-12 本論文における初期剛性および降伏荷重の算出方法 (曲げ実験) 

 
表 3-5 実験結果一覧 (曲げ実験) 
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Ⅲ Ⅱ 最大荷重

Ⅳ 降伏荷重

Ⅰ(初期剛性)

初期剛性 比例限度荷重 降伏荷重 最大荷重
(kN/mm) (kN) (kN) (kN)

1)CS-L90-150 28.8 21.6 41.5 128.9
2)CS-L90-300 22.6 19.2 33.9 109.4
3)CS-L90-500 22.8 16.5 25.2 102.7
4)CS-L150-300 29.2 23.9 35.2 122.2

試験体名
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3.3.3 比例限度荷重と最終破壊形状 

各試験体の荷重とコンクリート下面のひずみの関係を図 3-13 に示し，併せて比
例限度荷重および，実験前後におけるコンクリートの割裂強度時のひずみの平均値を
示す。いずれの試験体も割裂強度時のひずみ付近で比例限度荷重に達していることが
わかる。このことから，コンクリート下面に曲げひび割れが生じることで剛性が低下
し，比例限度荷重を迎えたものと考える。また，比例限度荷重以降は CS-L90-300，
CS-L90-500，CS-L150-300 では荷重が増加してもひずみは概ね一定の値を示したの
に対し，せん断キーの配置ピッチを密にしたCS-L90-150 では比例限度荷重付近で急
激なひずみの増加が見られた後，荷重の増加に伴い減少し，約 50kN以降は概ね一定
の値を示した。 
 

 

図 3-13 コンクリート下面のひずみと荷重の関係 

 
写真 3-3 a)に最大荷重後の試験体長辺方向側面の最終破壊形状を，b)にせん断キ
ーが配置された短辺方向中央部を切断した際の切断面を示す。試験体の切断には，道
路工事で用いられるフラットソーイング工法によりダイヤモンドプレートを使用し
た。コンクリートの曲げひび割れを見ると，試験体側面と短辺方向中央部で概ね同等
の位置で生じていることが認められる。このことから曲げひび割れは短辺方向におい
て貫通して生じているものと考える。 
加力点付近におけるコンクリートの曲げひび割れに着目すると，CS-L90-150 およ
びCS-L90-300 では，短辺方向中央部の切断面において，せん断キーに沿って生じる
特徴的な割れが認められ，CS-L90-500 および CS-L150-300 においても，長辺方向
側面において加力点下部で割れが認められた。よって，図 3-13 に示すように CS-
L90-300，CS-L90-500 およびCS-L150-300 では比例限度荷重以降，CS-L90-150 で
は約 50kN以降の長辺方向中央部で測定を行ったコンクリート下面のひずみが，概ね
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一定の値を示した理由として，曲げひび割れによってコンクリートが引張力を負担し
ない状態となったことが原因と考える。 
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1-a) CS-L90-150 (長辺方向側面) 

1-b) CS-L90-150 (長辺方向断面) 

2-a) CS-L90-300 (長辺方向側面) 

2-b) CS-L90-300 (長辺方向断面) 

3-a) CS-L90-500 (長辺方向側面) 

3-b) CS-L90-500 (長辺方向断面) 

4-a) CS-L150-300 (長辺方向側面) 

4-b) CS-L150-300 (長辺方向断面) 

写真 3-3 最終破壊形状および断面 
せん断キーに沿ったコンクリートの割れを示す。 

S-A S-B S-D S-E S-G S-H 

S-A S-B S-D S-E S-G S-H 

S-A S-B S-D S-E S-G S-H 

S-A S-C S-F S-H 

加力点 

加力点 

支点 支点 

加力点 

加力点 

加力点 

加力点 

加力点 

加力点 
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3.3.4 せん断キーによる合成作用と初期剛性および降伏荷重の関係 

図 3-14に荷重―スリップ変位関係を示し，(図 3-6 b)参照)図 3-15に破線で比
例限度荷重時，実線で降伏荷重時の変形形状を示す。 
荷重―スリップ変位関係を見ると，1)に示す CS-L90-150 および 4)に示す CS-
L150-300 では変形初期に明確なスリップ変位の発生は認められず，急激な荷重の立
ち上がりを示した。その後，比例限度荷重付近から明確なスリップ変位の発生が認め
られた。対して 2)に示す CS-L90-300 および 3)に示す CS-L90-500 では比例限度荷
重以前からスリップ変位の発生が認められ，比例限度荷重付近で傾きの増加が認めら
れた。また，降伏荷重時における正面視左側のスリップ変位(δh2, δhE)と正面視右側
のスリップ変位(δh3, δhR)を比較すると，CS-L90-150 および CS-L90-500 では左側
のスリップ変位が大きく生じ，その他の試験体では概ね同等の値を示した。しかしな
がら，図 3-15 に示す加力点と支点間の鉛直変位では左右での明確な差は認められ
なかった。 
  



 

 46 

1)CS-L90-150 2)CS-L90-300 

3)CS-L90-500 4)CS-L150-300 

図 3-14 荷重―スリップ変位関係 

 

 
1)CS-L90-150 

 
2)CS-L90-300 

 
3)CS-L90-500 

 
4)CS-L150-300 

図 3-15 荷重―加力点と支点間の変位関係 
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図 3-16の 1-a)から 1-e)にCS-L90-150，2-a)から 2-e)にCS-L90-300，図 3-17
の 3-a)から 3-e)に CS-L90-500，4-a)から 4-e)に CS-L150-300 の加力初期におけ
る荷重―ひずみ関係を示し，併せて比例限度荷重および降伏荷重を示す。なお，それ
ぞれの図におけるひずみは，図 3-7 に示す点に加力点，支点，加力点―支点の中間
点の計 5 点(図 3-7 参照)において測定を行ったものである。各層で長辺方向におけ
るひずみを比較すると，いずれの試験体も丸点線，角点線で示した支点ではひずみの
発生量は荷重に関わらず微小な値を示した。対して破線で示した加力点では最も大き
い値を示し，加力点―支点の中間点では加力点に比べて小さい値を示した。なお，以
降は加力点である長辺方向中央部を対象に検討を行う。 
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図 3-16 荷重―ひずみ関係 (CS-L90-150,CS-L90-300) 

1-a) CS-L90-150 (コンクリート上面) 2-a) CS-L90-300 (コンクリート上面) 

1-b) CS-L90-150 (主筋) 2-b) CS-L90-300 (主筋) 

1-c) CS-L90-150 (コンクリート下面) 2-c) CS-L90-300 (コンクリート下面) 

1-d) CS-L90-150 (CLT 上面) 2-d) CS-L90-300 (CLT 上面) 

1-e) CS-L90-150 (CLT 下面) 2-e) CS-L90-300 (CLT 下面) 
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図 3-17 荷重―ひずみ関係 (CS-L90-500,CS-L150-300) 

3-a) CS-L90-500 (コンクリート上面) 4-a) CS-L150-300 (コンクリート上面) 

3-b) CS-L90-500 (主筋) 4-b) CS-L150-300 (主筋) 

3-c) CS-L90-500 (コンクリート下面) 4-c) CS-L150-300 (コンクリート下面) 

3-d) CS-L90-500 (CLT 上面) 4-d) CS-L150-300 (CLT 上面) 

3-e) CS-L90-500 (CLT 下面) 4-e) CS-L150-300 (CLT 下面) 
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図 3-18 および図 3-19 に加力初期における荷重―長辺方向中央部のひずみ関係
を示し，併せて比例限度荷重，降伏荷重を示す。荷重の増加に対するひずみの傾向を
見ると，いずれの試験体も比例限度荷重付近に至るまでの初期においてはコンクリー
ト上面(C-T)および主筋(R)で圧縮力，コンクリート下面(C-B)，CLT 上面(W-T)および
CLT下面(W-B)は引張力の負担が認められた。その後，比例限度荷重以降から測定箇
所によってひずみの変化の傾向が異なり，コンクリート上面(C-T)およびCLT下面(W-
B)では荷重の増加に対するひずみの変化量が大きくなり，主筋(R)は圧縮ひずみから
引張ひずみへ，CLT上面(W-T)は引張ひずみから圧縮ひずみへ移行した。 
 

1)CS-L90-150 
 

2)CS-L90-300 

図 3-18 荷重―長辺方向中央部のひずみ関係 (CS-L90-150,CS-L90-300) 
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3)CS-L90-500 
 

4)CS-L150-300 

図 3-19 荷重―長辺方向中央部のひずみ関係 (CS-L90-500,CS-L150-300) 

 
図 3-20 に長辺方向中央部におけるひずみ分布として a)に比例限度荷重以前，b)
に比例限度荷重時，c)に降伏荷重時をそれぞれ示し，実線で実験値を，破線でせん断
キーによって完全合成梁となった際の理論上のひずみ分布をあわせて示す。a)に示す
比例限度荷重以前の荷重は，CS-L90-150 およびCS-L150-300 は 20kN，CS-L90-300
および CS-L90-500 は 15kN とした。c)に示す降伏荷重時の RC 下面(試験体底面か
らの高さ 90mm付近)は，コンクリートの曲げひび割れによって応力が伝達されてい
ないと考えられるため，主筋からコンクリート下面までのひずみは点線で示した。図 
3-20 a)に示す各試験体の比例限度荷重以前におけるひずみ分布を見ると，荷重―ス
リップ変位関係において，比例限度荷重以前に明確なスリップ変位が認められなかっ
た試験体においても，RC下面とCLT上面間の境界面において微小なひずみの差が生
じており，平面保持が崩れた不完全合成梁特有の挙動が認められた。よって，せん断
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キーによって機械的に接合した複合床スラブは加力初期から平面保持が崩れた不完
全合成梁 11)となっていることがわかる。その後，b)に示す比例限度荷重時ではスリッ
プ変位および境界面のひずみの差が比例限度荷重以前に比べ増加する傾向が認めら
れた。さらに c)に示すように降伏荷重時では比例限度荷重時に比べてさらにひずみ
の差が増加することで，CLTと RCそれぞれが圧縮力および引張力を負担するまで一
体化が弱まり，明確に平面保持が崩れていることがわかる。 
 

  

1) CS-L90-150 2) CS-L90-300 
  

  

3) CS-L90-500 4) CS-L150-300 

図 3-20 CLT およびRCのひずみ分布 

  

a) 比例限度荷重前 b) 比例限度荷重 c) 降伏荷重 
P=15kN P=16.5kN P=25.2kN 

a) 比例限度荷重前 b) 比例限度荷重 c) 降伏荷重 
P=20kN P=23.9kN P=35.2kN 

a) 比例限度荷重前 b) 比例限度荷重 c) 降伏荷重 
P=15kN P=19.2kN P=33.9kN 

a) 比例限度荷重前 b) 比例限度荷重 c) 降伏荷重 
P=20kN P=21.6kN P=41.5kN 
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図 3-21に長辺方向中央部における荷重―RC下面，CLT上面間の境界面における
ひずみの差の関係を示し，図 3-22に初期剛性算出範囲における荷重―RC下面，CLT
上面間の境界面におけるひずみの差の傾きを散布図で，複合床スラブの初期剛性を棒
グラフで併せて示す。境界面におけるひずみの差の傾きは図 3-23 に示すように荷
重―ひずみの差の関係における初期剛性算出範囲と同様の範囲(0.1Pmax から
0.15Pmax)において最小二乗法を用いて算出した。境界面におけるひずみの差の傾き
を初期剛性と比較すると，概ね同様の傾向が認められた。これはせん断キーの配置ピ
ッチを密にする，または打込み深さを深くすることで，CLTと RC間の合成作用が高
まり，その結果として初期剛性が高い値を示したものと考える。 
 

 

図 3-21 荷重―境界面におけるひずみの差関係 

 

 
図 3-22 境界面におけるひずみの差の傾きと初期剛性 
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図 3-23 ひずみの差の傾き算出方法 

  

0

10

20

30

0 50 100 150 200

荷
重
(k
N)

ひずみ (×10-6)

ひずみの差の傾き
0.15Pmax

0.1Pmax



 

 55 

複合床スラブは，せん断キーによって CLT と RC が接合させていることから，平
面保持が崩れる原因として，CLT へのめり込みを含むせん断キーの曲げ変形が考え
られる。図 3-24 および図 3-25 に荷重―せん断キーの曲げひずみ関係を示し，併
せて比例限度荷重，降伏荷重を示す。図中の線種の違いは図 3-1，写真 3-3および
に図 3-26 に示したせん断キーのひずみ測定位置(S-A～S-H)に対応させたものであ
る。曲げひずみは，図 3-26に示すように引張側のひずみと圧縮側のひずみの差を 2
で除したものである。荷重―曲げひずみ関係を見ると，いずれの試験体も比例限度荷
重付近に至るまでの加力初期において，概ね測定位置によらず明確な曲げひずみの増
加は認められなかった。その後，比例限度荷重付近から曲げひずみが増加し，降伏荷
重付近は荷重の増加に対する曲げひずみの変化量が増加する傾向が認められた。測定
位置で比較すると，長辺方向中央部のS-Dおよび S-Eまたは S-Cおよび S-Fに比べ，
S-A および S-H のような長辺方向端部に向かった位置で大きな曲げひずみを示す傾
向が認められた。写真 3-3 に示す複合床スラブ短辺方向中央のせん断キーの断面図
を見ると，いずれの試験体も加力点付近のせん断キーは目視では曲げ変形をほぼ確認
できないが，例えば長辺方向端部に向かうCS-L90-150 の S-A では，せん断キーの曲
げ変形を顕著に確認した。しかしながら，曲げ変形を生じたせん断キーであってもコ
ンクリート内に埋込まれたラグスクリューのボルト頭およびねじが切られている首
下部分で明確な曲げ変形は認められなかった。このことから，複合床スラブはCLTと
RCの境界付近でCLTへのめり込みを伴うせん断キーの曲げ変形が生じ，平面保持が
明確に崩れたことによって降伏を迎えたと考える。 
 

1)CS-L90-150 
 

図 3-24 荷重―せん断キーの曲げひずみ関係 (CS-L90-150) 
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2)CS-L90-300 
 

3)CS-L90-500 
 

4)CS-L150-300 

図 3-25 荷重―せん断キーの曲げひずみ関係 
(CS-L90-300,CS-L90-500,CS-L150-300) 
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図 3-26 曲げひずみの測定位置および算出方法 
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3.4. 本章のまとめ 

本章では第 2 章に続き，乾式施工したせん断キーの施工方法である配置ピッチお
よび打込み深さが複合床スラブの面外曲げ性能に与える影響について検討を行った。
加えて，複合床スラブの力学的挙動として重要となる降伏に至るまでの挙動について
検討を行った。以上より，以下の知見が得られた。 

1. 複合床スラブの初期剛性はせん断キーの配置ピッチが最も密な 150mm の場
合に高い値を示したが，300mmおよび 500mmでは差が少なかった。比例限
度荷重，降伏荷重および最大荷重は，せん断キーの配置ピッチを密にすること
で値の上昇が認められた。また，せん断キーの打込み深さを深くすることでい
ずれの値も上昇する傾向が認められた。 

2. コンクリート下面において測定したひずみゲージの荷重―ひずみ関係から，複
合床スラブはコンクリートの曲げひび割れが生じることで剛性が低下し，比例
限度を迎えるものと推察した。 

3. 試験体長辺方向中央のひずみ分布より CLT 上面に表面強化剤を塗布しせん断
キーで機械的に接合した複合床スラブは，加力初期から平面保持が崩れた不完
全合成梁となっていることを確認した。 

4. 実験終了後，短辺方向中央で切断した試験体の切断面の観察およびせん断キー
に貼付けたひずみゲージの測定値から，複合床スラブの降伏は，せん断キーが
曲げ変形を生じ，明確に平面保持が崩れることで生じたものと考える。 
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第4章 湿式施工したせん断キーの種類が複合床スラブの面外曲げ性能に与
える影響 

4.1. 序 

本章では，湿式施工したせん断キーの種類が複合床スラブの面外曲げ性能に与える
影響について，層構成の異なる 2 種類の国産スギ CLT を用いた複合床スラブを対象
として検討を行った。せん断キーは，第 2章および第 3章で用いた乾式施工に対し，
本章ではより材料費が安価な建築材料である異形鉄筋および全ねじボルトをせん断
キーとして用い，これらを接着剤によって CLT に固定する湿式施工を採用した。加
えて，比較用として諸外国でTCCへの利用実績のあるVBコネクタを用いた。 
 

4.2. 実験概要 

4.2.1 試験体概要 

表 4-1に試験体一覧を示し，図 4-1にCLT90-D10，CLT150-D10，CLT90-M12，
CLT150-M12，図 4-2にCLT90-VBおよびCLT150-VBの試験体形状を示す。なお，
図中の a)はせん断キーの配置図および配筋図，b)は短辺方向断面図(B-B’断面)，c)は
長辺方向断面図(A-A’断面)を示す。試験体は下部に配した CLT にせん断キーを施工
し，CLTの上部に鉄筋を配筋した後，コンクリートを打設し，RCとした。試験体の
パラメータは，CLT の層構成およびせん断キーの種類とした。試験体は短辺方向
600mm，長辺方向 3,640mmとした。また，CLTの厚さは 90mmおよび 150mmの
2種類とし，RCの厚さは全試験体共通で 90mmとした。 
 

表 4-1 試験体一覧 

 
  

せん断キー
厚さ
(mm)

1) CLT90-D10 スギ D10 (11.0※)
2) CLT90-M12 異等級構成 M12 (12.0※※)
3) CLT90-VB Mx60-3-3 VB (7.5※※)
4) CLT150-D10 スギ D10 (11.0※)
5) CLT150-M12 異等級構成 M12 (12.0※※)
6) CLT150-VB Mx60-5-5 VB (7.5※※)

※：節の高さを含む最外径　　※※：ねじ山の外径 (mm)

試験体名 種類

90

150

強度等級

CLT
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図 4-1 試験体形状 ( CLT90-D10, CLT150-D10, CLT90-M12, CLT150-M12) 
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図 4-2 試験体形状 (CLT90-VB, CLT150-VB) 
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a) CLTの材料特性 

CLTの製作には厚さ 30mmのスギラミナを用いた。CLTの強度等級および層構成
は，表 4-1に示すように直交集成板のJAS4)に定められる3層3プライで厚さ90mm
の異等級構成Mx60-3-3(以下，CLT90 と称する)と，5層 5プライで厚さ 150mmの
異等級構成Mx60-5-5(以下，CLT150 と称する)の 2 種類とした。CLT の積層接着に
は，水性高分子―イソシアネート系木材接着剤を使用し，ラミナの幅方向の接着はし
ていない。寸法は，短辺(弱軸)方向 600mm，長辺(強軸)方向 3,640mmとし，CLTの
外層ラミナの繊維方向が長辺方向と平行となるよう使用した。表 4-2にCLTの材料
特性を示す。平均密度は CLT90 が 363kg/m3(標準偏差 14kg/m3)，CLT150 が
381kg/m3(標準偏差 13kg/m3)，高周波容量式木材水分計を用いて測定した含水率の
平均は CLT90 が 12.7%(標準偏差 2.1%)，CLT150 が 11.7%(標準偏差 1.8%)であっ
た。3 点曲げ試験によって測定を行った見かけの曲げヤング係数の平均値は CLT90
が 6.51kN/mm2(標準偏差 0.51kN/mm2)， CLT150 が 3.95kN/mm2(標準偏差
0.21kN/mm2)であり，JAS 規格の下限値(CLT90 は 4.20kN/mm2，CLT150 は
3.40kN/mm2)を上回った。また，CLT とコンクリートの接触面には第 2 章および第
3章同様，CLTとコンクリートとの付着を防止することを目的として合板型枠の表面
強化剤を塗布した。 
 

表 4-2 CLT の材料特性 

 
  

密度 含水率 ヤング係数
 (kg/m3) (%) (kN/mm2)

1) CLT90-D10 366 11.7 7.02
2) CLT90-M12 344 10.8 6.69
3) CLT90-VB 378 15.7 5.81
4) CLT150-D10 394 11.0 3.82
5) CLT150-M12 363 9.8 4.25
6) CLT150-VB 385 14.2 3.78

試験体名
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b) せん断キーの材料特性と施工方法 

CLT と RC を接合するせん断キーには，写真 4-1 a)に示す D10(SD295A)異形鉄
筋(以下，D10と称する)および b)に示すM12全ねじボルト(ユニクロメッキの一般流
通品，焼入れ等の処理はしていない)(以下，M12と称する)，c) に示すVBコネクタ
(引張強度 362N/mm2)(以下，VB と称する)の 3 種類を用いた。これらをせん断キー
として用いた理由は，異形鉄筋は鉄筋コンクリート用棒鋼の日本工業規格(JIS)54)によ
って強度が保証されていること，全ねじボルトは一般的に市販されており購入が容易
であること，VBコネクタはヨーロッパ諸外国において複合床スラブへの実績がある
57)ためである。D10(最外径:11.0mm)およびM12(ねじ山の外径:12.0mm)はともに長
さ 100mmとした。施工方法はせん断キーの外径に 1mmを加えた直径の先行穴を設
け，表面突出長さを 60mm，CLT への打込み深さを 40mm とし，表 4-3 に示すエ
ポキシ樹脂系接着剤を用いてせん断キーを予め鉛直に立てた。VB(直径 7.5mm，長
さ:155mm)はフランジ(外径:12.0mm)の付いたねじ形状である。施工方法は 45°の V
字のねじ打ちとした。よって，1箇所につき 2本施工した。せん断キーの配置ピッチ
は全試験体で統一し，図 4-1および図 4-2に示すように長辺方向 300mm，短辺方
向 200mm とした。なお，主筋の高さを保つため，写真 4-1に示すように部分的に
主筋とせん断キーを溶接した。 
 
   

a) D10 (SD295A) b) M12 c) VB (VB-48-7.5×100) 
写真 4-1 せん断キー概要および施工状況 
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a)および b)の◯は主筋とせん断キーの溶接を示す。 
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表 4-3 接着剤の物性 

 
 

c) 主筋の材料特性および配筋 

主筋には，JIS G 311254)によって規定されるせん断キーと同様の SD295Aの D10
異形鉄筋を用いた。JIS Z 224155)に則り試験を行った鉄筋の材料特性を表 4-4に示
す。図 4-1および図 4-2に示すように配筋間隔は 150mmのシングル配筋とし，短
辺方向端部の主筋はせん断キーに沿わせて配筋した。短辺方向における鉄筋比は，ひ
び割れに配慮し，RC規準の解説において望ましいとされている0.4%を上回る0.53%
とした。 
 

表 4-4 主筋の材料特性 

 

d) コンクリートの材料特性 

コンクリートは表 4-5 および表 4-6 に示す水セメント比 58.5%で呼び強度
24N/mm2の普通コンクリートを使用し，かぶり厚さ 30mm を確保して厚さ 90mm
を打設し，屋内にて養生を行った。なお，コンクリート打設時には JIS A 110148)によ
り表 4-6に示すコンクリートの流動性を確認した。 
コンクリートの圧縮強度等は，JIS A 113249)に則り作成した，テストピース(直径
100mm，長さ 200mm)を用いて試験を行った。圧縮強度は JIS A 110850)，割裂強度
は JIS A 111351)，圧縮ヤング係数は次式に示す JIS A 114958)に則り算出した。コン
クリート強度の推移を図 4-3 に示し，実験前後におけるコンクリートの材料特性を
表 4-7 に示す。呼び強度 24N/mm2に対し，実験時における圧縮強度の平均値は
31.1N/mm2，圧縮ヤング係数は 28.2kN/mm2，割裂強度は 2.7N/mm2であった。 
  

主剤 硬化剤 備考

主成分 エポキシ樹脂 ポリアミドアミン

外観 白色粘稠液体 黄色粘稠液体 目視

粘度 30 45

Pa･s/23℃ BH型

20rpm

TI 5 3.8 2rpm/20rpm

比重 1.42 1.48 23℃ 容量法

配合比 容量比主剤：硬化剤=100:50

降伏点 引張強さ 引張ヤング係数

D10 (SD295A) 356 517 184×103

種類
(N/mm2)
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 𝐸# =
𝑆! − 𝑆"
𝜀! − 𝜀"

✕10() (4-1) 

ここで，  
 𝐸# 圧縮ヤング係数 (kN/mm2)  
 𝑆! 最大荷重の 1/3 に相当する応力 (N/mm2)  
 𝑆" 供試体の縦ひずみ 50×10-6のときの応力 (N/mm2)  
 𝜀! 𝑆!の応力によって生じる供試体の縦ひずみ (×10-6)  
 𝜀" 50×10-6  
 

表 4-5 コンクリートの調合表 

 
表 4-6 コンクリートのフレッシュ性状 

 

 
図 4-3 コンクリート強度の推移 
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E 
(k
N
/m
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2 )

σ 
(N
/m
m
2 )

材齢 (日)

σB σT MOE

実験開始時
実験終了時

σB: 圧縮強度，σT: 割裂強度，MOE: 圧縮ヤング係数

水 セメント 粗骨材 細骨材 AE減水剤
183 313 940 846 3.13

水セメント比：58.5%
細骨材比：47.4%

混和剤：AE減水剤(遅延型Ⅰ種)

単位量(kg/m3)

スランプ 空気量 コンクリート温度
(cm) (%) (℃)
24 2.7 28.0
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表 4-7 実験前後におけるコンクリートの材料特性の平均値 

 

e) 試験体の重量 

図 4-4に複合床スラブの重量を示す。試験体の重量は，CLT単体および複合床ス
ラブの重量を測定し，その差分から RC の重量を算出した。CLT90 を用いた試験体
では，全体の重量に対して，CLTが 33kg/m2で全体の 13%，RCが 215kg/m2で全体
の 87%となり，CLT150 を用いた試験体では，全体の重量に対して，CLTが 58kg/m2

で全体の 21%，RCが 218kg/m2で全体の 79%となった。 

図 4-4 試験体の重量 
 

  

呼び強度 圧縮強度 圧縮ヤング係数 割裂強度
(N/mm2) (N/mm2) (kN/mm2) (N/mm2)
24 31.1 28.2 2.7
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4.2.2 載荷方法および測定方法 

載荷は図 4-5 に示すように，4 等分点 2 線載荷の一方向単調載荷で，支点間距離
は 3,200mm，加力スパンは 1,600mmとし，最大荷重後，十分に荷重が低下するま
で行った。本試験方法採用の理由は，床材としての利用を想定した場合の等分布荷重
を仮定したためである。載荷には容量 5,000kN の日本大学生産工学研究所所管の構
造物試験機自動計測制御システムを用いた。加力板の幅はコンクリート上面のひび割
れおよび CLT 下面のめり込みを考慮していずれも 150mm とした。荷重は試験機に
取付けたロードセルで測定した。複合床スラブの鉛直変位はRCの支点との相対変位
とし，検長 100mmの変位計を用い，長辺方向中央部(δv-1)，加力点(δv-2，δv-3)，
支点(δv-4，δv-5)の計 5 点を測定した。CLT および RC のひずみは図 4-6 に示す
長辺方向中央部の短辺方向 3箇所において単軸ひずみゲージを用い，RC上面のコン
クリート(C-T)，主筋(R)，CLT上面(W-T)，CLT下面(W-B)それぞれにおいて測定した。
また，試験体長辺方向側面において，目視によるコンクリートの曲げひび割れを観測
した。 
 

 
a) 加力方法 

 

 
b) 変位測定方法 

図 4-5 載荷方法および変位の測定位置 
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図 4-6 ひずみ測定位置 
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4.3. 実験結果および考察 

4.3.1 荷重―変位関係 

図 4-7 a)に CLT90，b)に CLT150 を用いた複合床スラブの荷重―変位関係を示
し，併せて◯印でD10を用いた試験体，△印でM12を用いた試験体，□印でVBを
用いた試験体の比例限度荷重，降伏荷重，最大荷重を，表 4-8 に実験結果一覧をそ
れぞれ示す。図 4-7 b)中のCLT150-D10 のたわみ 40mm付近のたわみの戻りは，
計測用アングルにローラー支点の移動を保護する合板があたったためであり，合板を
取り外した後，加力を継続した。 
荷重―変位関係の履歴を見ると，CLT90 では 50kN 付近に至るまで，CLT150 で
は 75kN 付近に至るまでの加力初期においてはせん断キーの種類によらず概ね同様
の履歴を示した。その後，CLT90，CLT150 ともに D10，M12 を用いた試験体では
変位の増加とともに直線的に荷重が増加したのに対し，VBを用いた試験体では曲線
的な荷重の増加が認められた。 
既往の研究 56)では集成材厚板パネルと RC を全ねじボルトをせん断キーとして用
いて接合した複合部材において，境界面にコンクリートの付着の防止処理を行わない
場合，付着が切れることで荷重の低下を伴い，剛性が低下すると報告されている。本
実験においてはこのような現象は認められなかったことから，コンクリートの付着は
合板型枠の表面強化剤によって防止できており，CLTと RCの接合はせん断キーによ
ってなされていたものと考える。 
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a) CLT90 

 
b) CLT150 

図 4-7 荷重―変位関係 
 

 

 
  

表 4-8 実験結果一覧 

0

50

100

150

200

0 50 100

荷
重
(k
N
)

変位 (mm)

CLT90-D10
CLT90-M12
CLT90-VB
◯：D10
△：M12
□：VB

最大荷重
降伏荷重

比例限度荷重

3

įY��

0

50

100

150

200

0 50 100

荷
重
(k
N
)

変位 (mm)

CLT150-D10
CLT150-M12
CLT150-VB

最大荷重
降伏荷重

比例限度荷重

◯：D10
△：M12
□：VB

3

įY��

初期剛性 比例限度荷重 降伏荷重 最大荷重
(kN/mm) (kN) (kN) (kN)

1) CLT90-D10 6.5 27.1 52.3 102.1
2) CLT90-M12 6.4 29.1 62.1 103.7
3) CLT90-VB 6.6 31.8 88.8 100.2
4) CLT150-D10 11.3 51.8 80.9 143.6
5) CLT150-M12 12.2 56.2 93.2 185.5
6) CLT150-VB 10.2 57.2 145.0 169.2

試験体名
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4.3.2 初期剛性 

初期剛性は，図 4-7 に示す最も直線域が長いと認められる原点から 0.3Pmax の
範囲における荷重―変位関係の傾きを最小二乗法を用いて算出した。表 4-8 に示す
初期剛性を CLT の種類ごとに比較すると，CLT90 を用いた試験体では標準偏差
0.1kN/mm，CLT150 を用いた試験体では標準偏差 0.8kN/mm となり，せん断キー
の種類による初期剛性への影響は明確には認められなかった。また，CLT90 と
CLT150 で同一のせん断キーを用いた複合床スラブで比較すると，初期剛性は 1.5～
1.9 倍となり，CLT の厚さが 90mmから 150mmへ 1.7 倍厚くなることにより，初
期剛性の増加を確認した。 
 

4.3.3 比例限度荷重 

比例限度荷重は，初期剛性の直線から荷重が 5%離れた荷重―変位関係上の荷重値
とした。図 4-7および表 4-8に示す比例限度荷重をCLT90 およびCLT150 のそれ
ぞれで比較すると，せん断キーの種類によらず概ね同等の値を示した。また，CLT90
と CLT150 で同一のせん断キーを用いた複合床スラブで比較すると，比例限度荷重
は 1.8～1.9 倍となり，CLT の厚さが 90mm から 150mm へ 1.7 倍厚くなることに
より，比例限度荷重の増加を確認した。 
図 4-8 に実線で実験によって測定を行った複合床スラブ長辺方向中央部における
比例限度荷重時のひずみ分布を，破線でせん断キーによって完全合成梁となった際の
理論上の比例限度荷重時におけるひずみ分布をあわせて示す。実験によって測定を行
ったひずみは，長辺方向中央部における短辺方向 3箇所で測定した値の平均である。
また，主筋以下のコンクリートのひずみは，コンクリート上面と主筋間のひずみの勾
配を延長し，破線で示した。変形初期である比例限度荷重時においては，中立軸は主
筋の下部に位置し，コンクリート上面および主筋は圧縮力，コンクリート下面，CLT
上面および CLT 下面は引張力の負担が認められた。また，CLT と RC の境界面であ
る RC 下面と CLT 上面のひずみの差は，いずれの試験体も小さく，概ね平面保持が
成り立っていることが認められる。 
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1) CLT90-D10 2) CLT90-M12 3) CLT90-VB 
   

4) CLT150-D10 5) CLT150-M12 6) CLT150-VB 

図 4-8 比例限度荷重時におけるひずみ分布 
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写真 4-2に一例として CLT90-M12 におけるコンクリートの曲げひび割れ発生状
況を示す。コンクリートの曲げひび割れは，引張力を負担するコンクリート下面から
生じ，コンクリート上面に向かって進展した。 
図 4-9に示す図は，図 4-7に示した荷重―変位関係に長破線で比例限度荷重を示
し，あわせて目視によって確認したコンクリートの曲げひび割れ発生荷重を示した。
図中の◯印はせん断キーにD10を，△印はM12を，□印はVBを用いた試験体を示
す。なお，CLT90-D10 においては目視によるコンクリートの曲げひび割れの観測を
行っていない。比例限度荷重とコンクリートの曲げひび割れ発生荷重を比較すると，
いずれの試験体も比例限度荷重付近から曲げひび割れが発生していることがわかる。
このことからコンクリート下面に曲げひび割れが生じることで剛性が低下し，比例限
度荷重を迎えたものと考える。 
 

 

写真 4-2 コンクリートの曲げひび割れ発生状況 (CLT90-M12) 
 

コンクリートの曲げひび割れ 



 

 74 

a) CLT90 

b) CLT150  
図 4-9 比例限度荷重と目視によるコンクリートの曲げひび割れの関係 
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4.3.4 降伏荷重 

図 4-10 に白抜きで比例限度荷重時，黒塗りで最大荷重付近の大変形時における
ひずみ分布をそれぞれ示す。大変形時のひずみは，CLT90 がδ=60mm，CLT150 が
δ=40mmとした。 

  

1) CLT90-D10 2) CLT90-M12 3) CLT90-VB 
   

4) CLT150-D10 5) CLT150-M12 6) CLT150-VB 
図 4-10 比例限度荷重時および大変形時におけるひずみ分布 
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いずれの試験体も比例限度荷重時においては，RC下面およびCLT上面で引張力を
負担しているのに対し，大変形時においてはRC下面が引張力，CLT上面が圧縮力の
負担が認められた。つまり，CLT上面のひずみは引張力から圧縮力への移行が認めら
れた。 
図 4-11 に RC 上面，主筋，CLT 上面，CLT 下面のひずみ―変位の関係を示す。
本章では一点破線で示した CLT 上面のひずみが引張から圧縮に移行し始め，CLT と
RCの一体化が弱まる荷重を降伏荷重と定義し検討を行った。そこでCLT上面と変位
の関係における支点間距離の 1/900 毎の傾きを求め，傾きが負になる点を降伏点と
した。図 4-7および表 4-8に示す降伏荷重をCLT90 およびCLT150 のそれぞれで
比較すると，CLT90，CLT150 ともにD10，M12，VBの順で高い値を示し，特にD10
に比べVBは，CLT90 で約 1.7 倍，CLT150 で約 1.8 倍高い値を示した。VBが最も
高い値を示した理由として，VB は打込み角度を 45°としたことから，せん断力に加
え，軸力を負担したことが要因と推察する。 
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a) CLT90-D10 
 

b) CLT90-M12 
 

c) CLT90-VB  d) CLT150-D10 
 

e) CLT150-M12 f) CLT150-VB  

図 4-11 ひずみ-変位関係 
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4.3.5 最大荷重 

写真 4-3に最終破壊形状を示す。最大荷重はいずれの試験体もCLTの破壊によっ
て決定した。図 4-7および表 4-8中の最大荷重をCLT90 およびCLT150 で比較す
ると，CLT90 ではせん断キーの種類によらず概ね同等の値を示し，CLT150 ではM12
および VBに比べ，D10 が低い値を示した。この理由として最終破壊形状を見ると，
最大荷重が低い値を示した CLT150-D10 では，加力点下部において引張側最外層ラ
ミナの引張破壊に加え，CLT ラミナの 2 層目と 3 層目の境界で接着層に沿った破壊
が認められた。対してその他の試験体においては，加力点下部において引張側最外層
ラミナの引張破壊を生じた。このことから CLT の最終破壊形状の差によって最大荷
重に差が生じ，せん断キーの種類は最大荷重に影響を与えないものと推察する。一方，
CLT90 と CLT150 を同一のせん断キーを用いた複合床スラブで比較すると，CLT90
に対してCLT150 の最大荷重は 1.4～1.8 倍高い値を示した。 
 
  

1) CLT90-D10 4) CLT150-D10 
 
  

2) CLT90-M12 5) CLT150-M12 
  

  
3) CLT90-VB 6) CLT150-VB 

写真 4-3 最終破壊形状 

純曲げ区間 加力点 

加力点 純曲げ区間 

純曲げ区間 加力点 純曲げ区間 加力点 

純曲げ区間 
加力点 

純曲げ区間 加力点 
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4.4. 本章のまとめ 

本章では，湿式施工したせん断キーの種類が複合床スラブの面外曲げ性能に与える
影響について，層構成の異なる 2 種類の国産スギ CLT を用いた複合床スラブを対象
として検討を行った。せん断キーには，我が国で一般的に調達可能な建築材料である
D10 異形鉄筋および M12 全ねじボルトを用い，これらを接着剤によって CLT に固
定する湿式施工とした。また，比較用として諸外国において利用実績のあるVBコネ
クタを用いた。以上より，以下の知見が得られた。 

1. せん断キーの種類が初期剛性へ与える明確な影響は認められず，CLT が厚く
なることで増加が認められた。 

2. せん断キーの種類が比例限度荷重へ与える明確な影響は認められず，CLT が
厚くなることで増加が認められた。 

3. 比例限荷重はコンクリートの初期曲げひび割れ発生荷重付近となることが明
らかとなった。 

4. 降伏荷重は，CLT と RC の界面のひずみが初期の引張ひずみの増加から圧縮
ひずみへの移行が始まる荷重を降伏荷重として比較すると，D10，M12に比べ
VBを用いた複合スラブは高い値を示した。 

5. せん断キーの種類による最大荷重への影響は小さく，CLT が厚くなることで
増加が認められた。 
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第5章 複合床スラブの曲げ性能の評価 

5.1. 序 

本章では，第 3章で検討を行ったせん断キーを乾式施工した複合床スラブおよび，第
4章で検討を行ったせん断キーを湿式施工した複合床スラブを対象に，面外曲げ性能に
ついて各種評価方法を用いて曲げ性能の評価を行った。 
はじめに各試験体における CLT および RC の断面性能を元に，完全合成梁および非
合成梁時における剛性を算出し，実験結果との比較によってせん断キーによる合成効果
を評価した。次に Eurocode 5 の付録に記載されているγ(ガンマ)法を用いて接合部の
変形を考慮した変形初期の挙動を評価し，実験結果との関係について検討を行った。 
 

5.2. 完全合成梁および非合成梁による初期剛性の評価 

5.2.1 完全合成梁としての評価方法 

複合床スラブに設けられたせん断キーによって，CLTおよびRC間の境界面に生じ
るせん断力が完全に伝達される完全合成梁と仮定し，等価断面法 13)によって剛性を算
出した。想定断面を図 5-1に示す。複合床スラブの中立軸は式(5-1)によって算出し
た。算出の際，CLTの材料特性は表 3-2および表 4-2に示す見かけの曲げヤング係
数の平均値，コンクリートは表 3-4 および表 4-7 に示す実験前後の平均値を用い
た。 
 

 𝑦?*+,, =
∑ 𝐸-.
-/! ∫ 𝑦0!

𝑑𝐴
∑ 𝐸-.
-/! 𝐴-

  

 𝑦?*+,, =
𝐸# ∫ 𝑦1"

2 𝑑𝑦 + 𝐸3 ∫ 𝑦1#
1"

𝑑𝑦

𝐸4𝐴4 + 𝐸3𝐴3
 (5-1) 

ここで，  
 𝑦?*+,, 完全合成梁における試験体上面から中立軸までの距離 (mm)  
 𝐸# コンクリートの圧縮ヤング係数 (kN/mm2)  
 𝐸3 CLT の見かけの曲げヤング係数 (kN/mm2)  
 ℎ# 試験体上面からRC下面までの距離 (mm)  
 ℎ3 試験体上面からCLT下面までの距離 (mm)  
 𝐴4 RC の断面積 (mm2)  
 𝐴3 CLT の断面積 (mm2)  
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次にCLTおよびRCそれぞれの等価断面 2次モーメントを式(5-2)および式(5-3)に
よって算出した。なお，いずれの試験体も複合床スラブの中立軸はRC断面内にある
ことから，中立軸より下部の引張力を負担するコンクリートは応力を負担しないもの
として，除外した。 
 

 𝐼# = 𝑏	H 𝑦"
(5"

2
𝑑𝑦 (5-2) 

 𝐼3 = 𝑏	H 𝑦"
5$

5#
𝑑𝑦 (5-3) 

ここで，  
 𝐼# コンクリートの等価断面 2次モーメント (mm4)  
 𝐼3 CLT の等価断面 2次モーメント (mm4)  
 𝑏 試験体の幅 (mm)  
 𝑦# 中立軸からRC上面までの距離 (mm)  
 𝑦' 中立軸からCLTと RCの境界面までの距離 (mm)  
 𝑦3 中立軸からCLT下面までの距離 (mm)  
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以上から，第 3章で検討を行った中央集中載荷における初期剛性は式(5-4)，第 4章
で検討を行った 4等分点 2線載荷における初期剛性は式(5-5)で表すことができる。 
 

 𝑃
𝛿J *+,,_7-8

=
48∑ 𝐸-𝐼-.

-/!
ℓ%

  

 𝑃
𝛿J *+,,_7-8

=
48(𝐸4𝐼4 + 𝐸9𝐼9)

ℓ%
 (5-4) 

 𝑃
𝛿J *+,,_*:+;&1

=
768∑ 𝐸-𝐼-.

-/!
11ℓ%

  

 𝑃
𝛿J *+,,_*:+;&1

=
768(𝐸4𝐼4 + 𝐸9𝐼9)

11ℓ%
 (5-5) 

ここで，  

 𝑃
𝛿J *+,,_7-8

 中央集中載荷による 
完全合成梁の初期剛性 (kN/mm) 

 

 𝑃
𝛿J *+,,_*:+;&1

 4 等分点 2線載荷による 
完全合成梁の初期剛性 (kN/mm) 

 

 ℓ 支点間距離 (mm)  

図 5-1 複合床スラブを完全合成梁とした際の想定断面 
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5.2.2 非合成梁としての評価方法 

次に非合成梁と仮定した際の剛性を算出した。RCは主筋以下のコンクリートは応力
を負担しないものとし，曲げ剛性は次式によって算出した。想定断面を図 5-2に示す。 
 

 
𝑦?<4 =

−𝑛𝐴= +N𝑛"𝐴=" + 2𝑛𝑏𝑑𝐴=
𝑏

 (5-6) 

 𝐼<4 = 𝑏	H 𝑦"
(5>%&

5$
𝑑𝑦 (5-7) 

 𝐸𝐼<4 = 𝐸4𝐼<4 (5-8) 
ここで，  
 𝑦?<4 中立軸からRC上面までの距離 (mm)  
 𝑦' 中立軸から鉄筋図心までの距離 (mm)  
 𝐸= 鉄筋のヤング係数 (kN/mm2)  
 𝐸# コンクリートのヤング係数 (kN/mm2)  
 𝑛 鉄筋とコンクリートの比 (𝐸=/𝐸#)  
 𝑏 試験体の幅 (mm)  
 𝑑 有効せい (mm)  
 𝐴= 主筋断面積の和 (mm2)  
 𝐼<4 RC の等価断面 2次モーメント  
 𝐸𝐼<4 RC の曲げ剛性 (kN･mm2)  
 

 
図 5-2 RCの評価における想定断面 
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以上から第 3 章で検討を行った中央集中載荷における初期剛性は式(5-9)，第 4 章
で検討を行った 4 等分点 2 線載荷における初期剛性は式(5-10)で表すことができる。 
 

 
𝑃
𝛿.:._7-8

=
48(𝐸𝐼<4 + 𝐸𝐼9)

ℓ%
 (5-9) 

 
𝑃
𝛿.:._*:+;&1

=
768(𝐸𝐼<4 + 𝐸𝐼9)

11ℓ%
 (5-10) 

ここで，  

 
𝑃
𝛿.:._*:+;&1

 4 等分点 2線載荷による非合成梁の初期剛性 
(kN/mm)  

 

 
𝑃
𝛿.:._*:+;&1

 4 等分点 2線載荷による非合成梁の初期剛性 
(kN/mm)  

 

 𝐸𝐼9 CLT の曲げ剛性 (kN･mm2)  
 
 

5.2.3 実験結果と計算結果の比較 

図 5-3 に各試験体における変形初期の荷重―変位関係を示し，あわせて完全合成
梁および，非合成梁における剛性の計算値を示す。実験値と計算値を比較すると，い
ずれの試験体もせん断キーによる接合によって非合成梁に比べて剛性の上昇が認め
られた。また，実験値と完全合成梁は近い値を示していることから図 5-4 に初期剛
性の実験値と完全合成梁として算出した計算値の関係を示し，併せて実験値で計算値
を除した比を m で示し，m の標準偏差を SD として示す。m は乾式施工で 0.60 か
ら 0.78，湿式施工で 0.83 から 0.99 といずれの試験体も実験値に対して計算値が高
い値を示し，危険側の値を示した。この理由として第 4章の図 4-8に示したように，
複合床スラブは変形初期から微小に平面保持が崩れた不完全合成梁となっているが，
本計算では完全合成梁として扱ったため，危険側の値を示したものと考える。よって，
接合部の変形を考慮した評価方法が必要である。 
また，CLTの層構成およびせん断キーの配置ピッチが同じ試験体で，ラグスクリュ
ーをCLTに対して 30mm打ち込んだ乾式施工と，D10異形鉄筋またはM12全ねじ
ボルトをCLTに対して 40mm埋め込んだ湿式施工のmを比較すると，湿式は 0.88
から 0.90，乾式施工の 0.60 となり，乾式施工に比べて湿式施工した試験体は高い合
成効果を示した。 
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a) CLT90 (乾式施工) 

 

 
b) CLT90 (湿式施工) 

 
c) CLT150 (湿式施工) 

  

図 5-3 初期剛性の実験値と計算値 

 

a) 乾式施工 b) 湿式施工 

図 5-4 等価断面による初期剛性の計算値と実験値の比較 
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5.3. γ法による初期剛性および降伏荷重の評価 

5.3.1 γ法による評価手法 

不完全合成梁である複合床スラブは，完全合成梁と仮定した等価断面法では危険側
の評価となる。よって，実務においては，接合部の変形を考慮し，簡便に曲げ性能を
求める手法の確立が必要とされているものと考えられる。複数の部材を機械的に接合
した不完全合成梁の評価手法は，第 1章で示したように，これまでに木質構造の分野
に限らず数多くの研究が行われている。特に製材や集成材とRCを機械的に接合した
TCC を対象にした不完全合成梁の評価は，Eurocode 5 の付録に記載されているγ
(ガンマ)法を用いることで比較的精度良く推定できることが報告されている 38)。そこ
で本研究では，CLTと RCを機械的に接合した複合床スラブを対象にγ法の適用方法
を検討し，計算値と実験値の比較を行った。 
γ法は滑り係数(𝐾)を持つ接合部によって木材同士を機械的に接続した組み立て梁
を対象に導出された線形解析の手法であり，現在では直交層を考慮した CLT の解析
にも利用されている評価手法である 59)。 
γ法の適用にあたっては，以下の 5つの条件を満たす必要がある。 
条件 1：梁の支持方法は，単純支持されたものを対象とし，支点間距離をℓとする。

連続梁または片持ち梁の場合は，支点間距離ℓを以下のように変更する。 
ℓ = 0.8ℓ・・・連続梁 
ℓ = 2ℓ・・・片持梁 

条件 2：各部材は，長辺方向において，一体化されていること。 
条件 3：部材間は，滑り係数(𝐾)をもつ機械的接合によって互いに接続されている

こと。 
条件 4：せん断キーの配置ピッチ(𝑆)は一定とするか，各せん断キーが一様なせん断

力を負担するように配置する。なお，せん断キーの最大配置ピッチは，最
小配置ピッチの 4倍以下とする。 

条件 5：荷重は鉛直方向に作用し，正弦波または，放物線状に変化するモーメント
𝑀 = 𝑀(𝑥)および𝑄 = 𝑄(𝑥)を与える。 

以上の条件に合致する場合において，次式によって接合部の変形を考慮した不完全
合成梁の曲げ剛性(以下，有効曲げ剛性と称する)の厳密解を算出することができる。
なお，導出の過程は参考文献 60)に記載されている。 
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 (𝐸𝐼)?** = H S𝐸-𝐼- + 𝛾-𝐸-𝐴-𝑎-"U
"

-/!
  

 (𝐸𝐼)?** = 𝐸!𝐼! + 𝛾!𝐸!𝐴!𝑎!" + 𝐸"𝐼" + 𝛾"𝐸"𝐴"𝑎"" (5-11) 

 𝛾! =
1

1 + 𝜋
"𝐸!𝐴!𝑆
𝐾	ℓ"

 (5-12) 

 𝛾" = 1 (5-13) 

 𝑎" =
𝛾!𝐸!𝐴!(ℎ! + ℎ")

2(𝛾!𝐸!𝐴! + 𝛾"𝐸"𝐴")
 (5-14) 

 𝑎! =
(ℎ! + ℎ")

2
− 𝑎" (5-15) 

ここで，  
 (𝐸𝐼)?** 有効曲げ剛性 (kN･mm2)  
 𝐸! コンクリートのヤング係数 (kN/mm2)  
 𝐸" CLT のヤング係数 (kN/mm2)  
 𝐼! RC の断面 2次モーメント (mm4)  
 𝐼" CLT の断面 2次モーメント (mm4)  
 𝛾! CLT-RC 間における接続剛性係数  
 𝛾" 定数  
 𝐴! せん断キー1列あたりのRCの断面積 (mm2)  
 𝐴" せん断キー1列あたりのCLTの断面積 (mm2)  
 𝑎! RC の高さ方向中央から中立軸までの距離 (mm)  
 𝑎" CLT の高さ方向中央から中立軸までの距離 (mm)  
 𝜋 円周率  
 𝑆 長辺方向におけるせん断キーの配置ピッチ (mm)  
 𝐾 接合部の滑り係数 (kN/mm)  
 ℓ 支点間距離 (mm)  
 ℎ! RC の高さ (mm)  
 ℎ" CLT の高さ (mm)  
 
条件.5 に記載されているように，上記の式は載荷方法を正弦波荷重として導出さ
れたものである。よって，その他の載荷方法による有効曲げの厳密解を算出するには，
荷重形式毎に微分方程式を解き，導出する必要がある。ただし，Eurocode 5 では，
載荷方法によらず，上記の有効曲げ剛性を適用することが可能と記載されている。こ
の理由を以下に示す。 
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次式に示すように有効曲げ剛性(𝐸𝐼)?**は，完全合成梁における曲げ剛性(𝐸𝐼)∞に正
弦波荷重を負担した際の接合部におけるせん断力の伝達ロスである接続低下係数
(𝜂=-.)を乗じた値である。 
 
 (𝐸𝐼)?** = 𝜂=-.(𝐸𝐼)∞  

 𝜂=-. =
(𝐸𝐼)?**
(𝐸𝐼)∞

 (5-16) 

ここで，  
 (𝐸𝐼)?** 不完全合成梁における有効曲げ剛性 (kN･mm2)  
 (𝐸𝐼)∞ 完全合成梁における曲げ剛性 (kN･mm2)  
 𝜂=-. 正弦波荷重における接続低下係数  
 
ここで表 5-1 に既往の研究 11)によって求められた，スパン中央における完全合成
梁と不完全合成梁のたわみの比を示す。式(5-17)に示すように短スパンにおける中央
集中荷重と正弦波荷重のたわみの比の差分を求めると約 3%となり，工学上は許容可
能な差となる。曲げ剛性は，たわみと同様とみなせることから，接合低下係数におい
ても載荷方法による差は工学上許容可能と考えることができる。よって，本研究にお
いても Eurocode 5 に示されている正弦波荷重を元に導出された有効曲げ剛性の算
出方法を適用した。 
 

 W
𝛿?**_7-8
𝛿∞_7-8

−
𝛿?**_=-.
𝛿∞_=-.

W × 100 ≤ 3 (5-17) 

ここで，  

 𝛿?**_=-. 
不完全合成梁が正弦波荷重を負担した際のスパン中央の
たわみ (mm) 

 

 𝛿?**_7-8 
不完全合成梁が中央集中荷重を負担した際のスパン中央
のたわみ (mm) 

 

 𝛿∞_=-. 
完全合成梁が正弦波荷重を負担した際のスパン中央のた
わみ (mm) 

 

 𝛿∞_7-8 
完全合成梁が中央集中荷重を負担した際のスパン中央の
たわみ (mm) 
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表 5-1 完全合成梁と不完全合成梁におけるスパン中央のたわみの比 

 
γ法における想定断面を図 5-5に示し，a)に短辺方向断面図を，b)に長辺方向断

面図を示す。算出にあたり，RCの主筋は圧縮力を負担することから応力の負担が小
さと考えられるため，RC部分はコンクリートのみで計算を行った。算出の際，CLT
の材料特性は表 3-2 および表 4-2 に示す見かけの曲げヤング係数の平均値，コン
クリートは表 3-4および表 4-7に示す実験前後の平均値を用いた。 
接続剛性係数𝛾!は，0 から 1 の間で表され，𝛾!=1 は部材間を接着等によって滑り

が生じない接合をした完全合成梁を指し，𝛾!=0 は接合がなされていない非合成梁を
示す。 
 

a) 短辺方向断面図 (CS-L90-500) 

b) 長辺方向断面図 (CS-L90-500) 

図 5-5 γ法における想定断面 

 
  

短スパン※1 長スパン※2
中央集中荷重 1.9313 1.3492

等分布荷重 1.9039 1.3258

正弦波荷重 1.9021 1.3190

※1: スパン2,500mm，※2: スパン10,000mm
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5.3.2 γ法適用における接合部のせん断性能 

γ法を用いて複合床スラブの曲げ性能を評価する上では，接合部のせん断性能が必要
となる。そこで第 3 章で検討を行ったせん断キーを乾式施工した複合床スラブにおけ
る接合部のせん断性能は，第 2 章の接合部の 1 面せん断実験結果においてスリップ変
位の測定により確認しているため，式(5-12)における滑り係数の値は表 2-7 に示す初
期剛性の値を用いた。 
第 4 章で検討を行ったせん断キーを湿式施工した複合床スラブにおける接合部のせ
ん断性能は，国産集成材による厚板パネルの中層大規模建築物への利用開発報告書(以
下，報告書と称する)61)に記載されている 1 面せん断実験によって求められた値を用い
た。実験概要および実験結果を以下に示す。なお，接合部の初期剛性を弾性床上の梁理
論 62)，比例限度荷重の近似値として降伏荷重をヨーロッパ型降伏理論式 62)で算出する
ことも考えられるが，複合床スラブに用いたせん断キーと同一のロッドで作成されたせ
ん断キーの入手が困難であり，要素実験を実施することができないため，これらの適用
は行っていない。 
試験体図を図 5-6 に示す。試験体の主材はコンクリート，側材はスギ集成材を用い
ており，主材のコンクリートの呼び強度は 24N/mm2，集成材はE65-F225 の同一等級
集成材を用いている。せん断キーの種類は D10 異形鉄筋および M12 全ねじボルトで
あり，施工方法は異形鉄筋がφ12，全ねじボルトはφ10 の先行穴を設け，エポキシ樹
脂系接着剤によってCLTに 40mm埋込まれており，第 4章で検討を行った複合床スラ
ブにおける接合部の施工方法と同様である。試験体のせん断面には CLT とコンクリー
トとの付着を防止するため第 4章と同様のウレタン系塗料(ノックス・コート)を用いて
いる。 
第 4 章で検討を行った複合床スラブと報告書の 1 面せん断実験では，木材の種類が
異なり，複合床スラブではMx60-3-3 の CLT を，報告書では側材 E65-F225 の同一等
級集成材を用いている。しかしながら JAS におけるラミナの曲げヤング係数は，集成
材(E65-F225)は 7.0kN/m2以上，CLT(Mx60-3-3)の最外層ラミナの平均値は 6.0kN/m2

であり，概ね同等と考えられる。また，せん断キーの打込み深さとラミナの関係は，CLT
の場合，打込み深さ 40mmのうち，CLTと RCの境界面から 30mmが加力方向と繊維
方向が平行な外層のラミナとなり，せん断キーの先端 10mm が加力方向と繊維方向が
直交する内層のラミナに埋込まれる。しかしながら 1面せん断における応力の負担は，
木材とコンクリートの境界面が最も大きく，せん断キーの先端に向かうにつれ小さくな
ることから，先端 10mm の応力負担は小さいと考えられる。よって，側材に集成材を
用いた接合部の 1 面せん断実験の値は，側材に CLT を用いた接合部と概ね同等と判断
し，報告書の実験結果を用い，γ法に適用することとした。 
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1-a) D10 (上面視) 2-a) M12 (上面視) 

 
1-b) D10 (正面視) 2-b) ST-M12 (正面視) 

図 5-6 試験体図 

 
表 5-2 に木造軸組工法の許容応力度設計 53)に記載されている評価方法によって算出
された実験結果の抜粋を示す。第 4 章で検討を行ったせん断キーを湿式施工した複合
床スラブにおける接合部の滑り係数の値は，表 5-2に示す初期剛性の値を用いた。 
 

表 5-2 実験結果一覧 
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1) D10 18.98 (6.77) 9.16 (1.38) 0.53 (0.71) 11.52 (0.87)
2) M12 36.83 (4.86) 8.99 (1.60) 0.25 (0.06) 14.96 (2.16)

( )は標準偏差を示す。
K: 初期剛性，Py: 降伏荷重，δPy: 降伏荷重時の変位，Pmax: 最大荷重

Pmax

(kN/mm) (kN) (mm) (kN)

K Py δPy
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5.3.3 初期剛性 

第 3 章で検討を行った中央集中荷重における初期剛性の算出式を式(5-18)に示し，
第 4 章で検討を行った 4 等分点 2 線載荷における初期剛性の算出式を式(5-19)に示
す。なお，有効曲げ剛性は図 5-5 a)に示す短辺方向におけるせん断キー1 列あたり
の単位幅(𝑏!および𝑏")として算出しているため，短辺方向におけるせん断キーの施工
本数(𝑛)の積として示した。 
 

 𝑃
𝛿J #@,._7-8

=
48
ℓ%
(𝐸𝐼)?**	𝑛 (5-18) 

 𝑃
𝛿J #@,._*:+;&1

=
768
11ℓ%

(𝐸𝐼)?**	𝑛 (5-19) 

ここで，  

 𝑃 𝛿#@,._7-8⁄  
中央集中載荷による 
複合床スラブの初期剛性の計算値 (kN/mm) 

 

 𝑃 𝛿#@,._*:+;&1⁄  4 等分点 2線載荷による 
複合床スラブの初期剛性の計算値 (kN/mm) 

 

 𝑛 短辺方向におけるせん断キーの施工本数 (本)  
 
図 5-7 に初期剛性における実験値と計算値の関係を示す。a)はせん断キーを乾式
施工した試験体を示し，図中の◯印はCS-L90-150 を，△印はCS-L90-300 を，□印
は CS-L90-500 を，◇は CS-L150-300 を示す。また，b)はせん断キーを湿式施工し
た試験体を示し，図中の◯印は CLT90-D10 を，△印は CLT90-M12 を，□印は
CLT150-D10 を，◇はCLT150-M12 を示す。併せて実験値で計算値を除した比をm
で示し，mの標準偏差を SDとして示す。 
m は乾式施工した複合床スラブで 1.53 から 1.96，湿式施工した複合床スラブで
1.15 から 1.59 となり，いずれの試験体も実験値に対して計算値が低い値を示し，安
全側の値を示した。また，湿式施工に比べ乾式施工では実験値と計算値の差が大きく
なった。 
計算値が実験値に比べ低い値を示した理由として，γ法における接合剛性係数が考
えられる。γ法による初期剛性は，接合部による一体化の効果を考慮するため，境界
面の摩擦力を無視して算出される接合剛性係数を用いて評価される。一方で実験時に
おいては接合部による一体化に加え，付着力は除去しているものの CLT と RC の境
界面には摩擦力が生じることからγ法による接合剛性係数は過小評価しているもの
と推察される。よって，接合剛性係数の評価方法は今後さらに検討を行う必要がある
ものと考えられる。 
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a) 乾式施工 b) 湿式施工 

図 5-7 初期剛性における実験値と計算値の関係 

 

5.3.4 降伏荷重 

複合床スラブが負担する面外方向からの外力と，せん断キー1 列あたりの CLT と
RC の境界面に生じる水平方向のせん断力の関係は，γ法によって式(5-20)の様に表
すことができる。なお，式(5-20)におけるせん断力(Q)には式(5-21)を代入し，面外方
向からの外力(𝑃)の式に整理すると，式(5-22)となる。 
 

 𝐹- =
𝛾!𝐸!𝐴!𝑎!𝑆
(𝐸𝐼)?**

𝑄 (5-20) 

 𝑄 =
𝑃
2
 (5-21) 

 𝑃 =
2𝐹-(𝐸𝐼)?**
𝛾!𝐸!𝐴!𝑎!𝑆

 (5-22) 

ここで，  

 𝐹- 
せん断キー1列あたりのCLTと RCの境界面に生じる長辺
方向の軸力 (kN) 

 

 Q せん断力 (kN)  
 𝑃 面外方向からの外力 (kN)  
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複合床スラブの降伏は，3.3.4 項で考察したようにせん断キーの曲げ変形によって
平面保持が崩れることによって生じる。よって降伏の条件として，複合床スラブ内の
せん断キーが，明確なスリップ変位を生じ始めることで平面保持が崩れ，複合床スラ
ブが降伏に至るものと仮定した。そこでせん断キーを乾式施工した複合床スラブにお
いては第 2 章の 1 面せん断実験によって求めた比例限度荷重を次式に代入した。一
方，せん断キーを湿式施工した複合床スラブにおいては報告書に比例限度荷重が記載
されていないことから，ここでは近似値として降伏荷重を次式に代入した。なお，有
効曲げ剛性は短辺方向におけるせん断キー1 列あたりの単位幅(𝑏!および𝑏")として算
出しているため，短辺方向におけるせん断キーの施工本数(𝑛)の積として示した。 
 

 
図 5-8 に降伏荷重における実験値と計算値の関係を示す。a)はせん断キーを乾式
施工した試験体を示し，図中の●印はCS-L90-150 を，▲印はCS-L90-300 を，■印
は CS-L90-500 を，◆は CS-L150-300 を示す。また，b)はせん断キーを湿式施工し
た試験体を示し，図中の●印は CLT90-D10 を，▲印は CLT90-M12 を，■印は
CLT150-D10 を，◆はCLT150-M12 を示す。併せて実験値で計算値を除した比をm
で示し，mの標準偏差を SDとして示す。 
乾式施工した複合床スラブのmは 0.88 から 1.08 となり，全試験体で概ね良い相
関が認められた。ただし，せん断キーの配置ピッチが 150mm，300mmの試験体で
は安全側の値を示したが，500mmの試験体では危険側の値を示した。危険側の値を
示した理由として，既往の研究 63)ではせん断キーの配置ピッチが長くなるとγ法によ
る評価は危険側の値を示すことから，せん断キーの配置ピッチは支点間距離の 5%以
内を推奨している。本試験体は 5.3.1 項に示すγ法の適用条件には合致しているが，
せん断キーの配置ピッチが支持スパンの 5%である 80mm を超えており，最も配置
ピッチが長いCS-L90-500 ではその傾向が顕著に現れたものと推察する。 
一方で湿式施工した複合床スラブのmは 1.36 から 2.52 といずれの試験体も実験
値に対して計算値が低い値を示し，特にCLT90-D10 以外では計算値に比べ実験値は
約 1.5 倍以上と実験値と計算値での整合性が認められなかった。この理由として，本
章は側材に集成材を用いた 1 面せん断実験における降伏荷重を用いたが，複合床ス
ラブに用いた CLT ラミナのめり込み強度等が，1 面せん断実験で用いた集成材に比

 𝑃5	#@,. =
2𝐹BB(𝐸𝐼)?**
𝛾!𝐸!𝐴!𝑎!𝑆

𝑛 (5-23) 

ここで，  
 𝑃5	#@,. 複合床スラブの降伏荷重 (kN)  

 𝐹BB 
1 面せん断実験から求めた接合部の比例限度荷重または 
降伏荷重 (kN) 
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べて高い値であったこと等が一因と推察する。 
 

a) 乾式施工 b) 湿式施工 

図 5-8 降伏荷重における実験値と計算値の関係 
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5.4. 本章のまとめ 

本章では，第 3章で検討を行ったせん断キーを乾式施工した複合床スラブおよび第 4
章で検討を行ったせん断キーを湿式施工した複合床スラブを対象に，面外曲げ性能につ
いて各種評価方法を用いて変形初期における曲げ性能の評価を行った。 
はじめに各試験体における CLT および RC の断面性能を元に，完全合成梁および非
合成梁時における剛性を算出し，実験結果との比較によって複合床スラブにおける合成
効果を評価した。次に Eurocode 5 の付録に記載されているγ(ガンマ)法を用いて接合
部の変形を考慮した評価方法を検討するとともに，実験結果との関係について検討を行
った。γ法の適用にあたり，せん断キーを乾式施工した試験体の接合部のせん断性能は，
第 2 章で検討を行った 1 面せん断実験の結果を用いた。せん断キーを湿式施工した試
験体では，複合床スラブの CLT と概ね同等の曲げヤング係数をもつラミナで構成され
た集成材を用いた 1面せん断実験の結果を用いた。以上より，以下の知見が得られた。 

1. 非合成梁と仮定した複合床スラブにおける剛性の計算値と実験値を比較した結
果，複合床スラブはせん断キーによる接合によって非合成梁に比べ剛性の上昇が
認められた。 

2. 完全合成梁と仮定した複合床スラブにおける剛性の計算値と実験値を比較した
結果，CLTにラグスクリューを 30mm打込んだ試験体に比べ，CLTに D10 異形
鉄筋または M12 全ねじボルトを 40mm 埋め込んだ試験体は高い合成効果が認
められた。 

3. Eurocode 5 に示されるγ法の適用方法を検討するにあたり，接合部の 1面せん
断実験結果によって得られた初期剛性を用いて複合床スラブの初期剛性を評価
した結果，乾式施工，湿式施工ともに安全側の値を示し，最大で 1.6 倍となった。
この理由として，γ法においては CLT と RC の境界面における摩擦力を無視し
ていることが要因の一つとして推察され，さらなる検討が必要と考える。 

4. Eurocode 5 に示されるγ法の適用方法を検討するにあたり，乾式施工したせん
断キーでは接合部の 1面せん断実験結果によって得られた比例限度荷重を，湿式
施工したせん断キーでは降伏荷重を用いて複合床スラブの降伏荷重を評価した
結果，せん断キーを乾式施工した複合床スラブでは実験値と概ね良い相関が認め
られた。ただし，せん断キーの配置ピッチが最も長い試験体では危険側の値を示
した。既往の研究からγ法はせん断キーの配置ピッチが長い場合，危険側の評価
を示すと報告されている。よって配置ピッチを 500mmとした試験体ではその傾
向が顕著に現れたものと考える。 
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第6章 総括 

6.1. 結論 

本研究は，中・大規模木造建築物の床材を CLT によって構成する際の課題を解決
するため，国産スギ CLT と RC をせん断キーによって簡易な施工方法で機械的に接
合した複合床スラブの構造特性について検討を行ったものである。本論文では，せん
断キーの施工方法および種類が複合床スラブの面外曲げ性能に与える影響について
実験的に検討を行った。また，CLT・RC・せん断キーのひずみに着目し，複合床スラ
ブが降伏に至るまでの挙動について実験的に検討を行った。さらに各種評価方法によ
って変形初期の挙動を評価し，実験によりその妥当性を検証した。 
 
第 1章では，本研究の背景と既往の研究について概説し，本研究の目的を示すとと
もに，本論文を構成する各章の概要を述べた。 
 
第 2章では，乾式施工したせん断キーの打込み深さが，接合部のせん断性能に与え
る影響について検討を行った。ここでは要素実験として，せん断キーにラグスクリュ
ーを用い，乾式施工した接合部の 1面せん断実験を行い，せん断キーに直接せん断力
が作用する際のせん断性能を評価した。 
その結果，CLTへの打込み深さが深くなることで，力学的特性値における荷重は上
昇し，変位は減少する傾向が認められた。また，CLTへの打込み深さを 90mmとし
た試験体では最大荷重後，その 80%に低下する以前にせん断キーの破断を生じた。 
 
第 3 章では，第 2 章に続き，乾式施工したせん断キーの施工方法である配置ピッ
チおよび打込み深さが複合床スラブの面外曲げ性能に与える影響について検討を行
った。また，複合床スラブが面外方向からの外力を負担した際には，CLTと RCの境
界面に水平方向のせん断力が生じることでせん断キーによる一体化が崩れ，複合床ス
ラブの曲げ性能が低下するものと考えられる。そこで複合床スラブの力学的挙動とし
て重要となる降伏に至るまでの挙動について検討を行った。 
その結果，せん断キーの配置ピッチを密にするか，打込み深さを深くすることで，
値の上昇が認められた。また，複合床スラブは変形初期から不完全合成梁となってお
り，比例限度はRC下部のコンクリートの曲げひび割れ，降伏はせん断キーの曲げ変
形によって生じ，降伏荷重以降は明確に平面保持が崩れた。 
 
第 4 章では，湿式施工したせん断キーの種類が複合床スラブの面外曲げ性能に与
える影響について，層構成の異なる 2 種類の国産スギ CLT を用いた複合床スラブを
対象として検討を行った。せん断キーには，我が国で一般的に調達可能な建築材料で
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ある D10 異形鉄筋および M12 全ねじボルトを用い，これらを接着剤によって CLT
に固定する湿式施工とした。また，比較として諸外国において利用実績のあるVBコ
ネクタを用いた。 
その結果，これらのせん断キーが初期剛性および比例限度荷重に与える明確な影響
は認められず，CLTが厚くなることで値の増加が認められた。一方，降伏荷重はD10
異形鉄筋，M12ボルトに比べ，VBコネクタが高い値を示した。 
 
第 5 章では，第 3 章および第 4 章で検討を行った複合床スラブを対象に，面外曲
げ性能について各種評価方法を用いて変形初期における曲げ性能の評価を行った。 
その結果，本論文で対象とした複合床スラブはせん断キーによる接合によって非合
成梁に比べ剛性の上昇が認められた。また，Eurocode 5 に示されるγ法によって初
期剛性を評価した結果，いずれの試験体も実験値に比べて安全側の値を示した。これ
はγ法では CLT と RC の境界面における摩擦力の影響を考慮していないためと考え
る。また，γ法によって降伏荷重を評価した結果，せん断キーを乾式施工した試験体
では実験値と概ね良い相関が認められた。ただし，せん断キーの配置ピッチが最も長
い試験体のみ危険側の値を示した。既往の研究からせん断キーの配置ピッチが長くな
ると，γ法による計算値は危険側の値を示すことが報告されている。よって，配置ピ
ッチを 500mmとした試験体ではこの傾向が顕著に現れたものと考える。 
 
第 6章では，本研究を総括し，各章の結果と考察に基づき，得られた成果を示すとと
もに今後の課題および展望を示した。 
 
以上，本研究では国産スギ CLT と RC をせん断キーによって簡易な施工方法で機
械的に接合した複合床スラブを対象に，せん断キーの施工方法および種類が面外曲げ
性能に与える影響を解明するとともに，複合床スラブが降伏に至るまでの挙動を実験
的に解明した。さらに各種評価方法によって変形初期の挙動を評価し，実験によりそ
の妥当性を検証した。これらによって中・大規模木造建築物の床材における課題解決
を目的とした新たな構造部材の可能性を示した。 
  



 

 101 

6.2. 今後の課題 

本研究では限られたせん断キーの種類，CLTの層構成，鉄筋コンクリートの仕様を
元にした複合床スラブの面外曲げ性能によって検討を行っていることから，以下に今
後の課題を示す。 
 
本実験における複合床スラブは，RCを現場施工する湿式としたが，施工の簡易化
を図るためにはプレキャストコンクリート等の利用が望ましい。そこで，我が国にお
いもこれらの施工が可能なせん断キーの開発が必要と考えられる。 
 
我が国では TCC や複合床スラブの利用が少ないことから，木材と RC を接合する
ためのせん断キーの開発が行われていない。今後は，我が国で一般的に流通している
建築材料を流用し，少ない施工負荷によってせん断性能を高める接合方法の開発など，
より合理的な接合方法について検討が必要である。 
 
本論文における複合床スラブの面外曲げ実験では，CLT の最外層ラミナの繊維方
向と試験体の長辺(強軸)を並行としたが，床スラブとしての利用を想定した際には
CLT の最外層ラミナの繊維方向と試験体の長辺(強軸)が直交する仕様についても検
討が必要と考えられる。 
 
不完全合成梁である複合床スラブをγ法によって評価した結果，初期剛性は安全側，
降伏荷重はせん断キーの配置ピッチが長い試験体で危険側の値を示した。この理由は，
初期剛性は CLT と RC 間の摩擦力の影響は考慮していないこと，降伏荷重はせん断
キーの配置ピッチによる影響が推察される。今後はより精度の高い評価手法の検討が
必要と考える。 
 
本研究は，CLTを中大規模建築物に利用する際の課題となる剛性，床振動，遮音性
能，耐火性能の向上を目的として複合床スラブの構造性能に着目して検討を行った。
よって，床振動，遮音性能，耐火性能等については検討を行っていないことから，検
討が必要である。 
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付録 1) 試験体の製作過程 

ここでは，第 2章および第 3章で検討を行った試験体の製作過程を示す。 

写真 1-1 試験体製作前におけるCLT 写真 1-2 せん断キー(ラグスクリュー) 
打込み後 

写真 1-3 ひずみゲージ貼付け中 
(複合床スラブ) 

写真 1-4 打設前 
(複合床スラブ) 

写真 1-5 コンクリート打設中 
(複合床スラブ) 

写真 1-6 コンクリート打設後 
(複合床スラブ) 
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写真 1-7 コンクリート養生 
(複合床スラブ) 

写真 1-8 コンクリート打設前 
(接合部) 

写真 1-9 コンクリート打設後 
(接合部) 

写真 1-10 コンクリート養生 
(接合部) 

写真 1-11 受け入れ検査 写真 1-12 テストピース作成 
 
  



 

 113 

付録 2) 実験状況 

ここでは，第 2章および第 3章の実験状況を示す。 

写真 2-1 試験体変位測定面 
(複合床スラブ) 

写真 2-2 試験体曲げひび割れ測定面 
(複合床スラブ) 

写真 2-3  試験機および試験体 
(複合床スラブ) 

写真 2-4 変位測定面 
(接合部) 

写真 2-5 変位測定面 
(接合部) 

写真-6 裏面 
(接合部) 

 
 


